
（   ） 

 

 
平 成 29 年 

 

三重県議会定例会会議録 
 

 

12 月 ６ 日 

第  29  号

第
29
号 

12
月
６
日 





－1653－ 

平 成 2 9 年 

三重県議会定例会会議録 

第 29 号 

○平成29年12月６日（水曜日） 

                                    

議事日程（第29号） 
平成29年12月６日（水）午前10時開議 

第１  県政に対する質問 

    〔一般質問〕 

第２  請願取り下げの件 

                                    

会 議 に 付 し た 事 件 
日程第１  県政に対する質問 

日程第２  請願取り下げの件 

                                    

会議に出欠席の議員氏名 
出席議員  49名 

   １  番            芳 野  正 英 

   ２  番            中瀬古  初 美 

   ３  番            廣    耕太郎 

   ４  番            山 本  里 香 

   ５  番            岡 野  恵 美 

   ６  番            倉 本  崇 弘 

   ７  番            稲 森  稔 尚 

   ８  番            野 村  保 夫 

   ９  番            下 野  幸 助 



－1654－ 

   10  番            田 中  智 也 

   11  番            藤 根  正 典 

   12  番            小 島  智 子 

   13  番            彦 坂  公 之 

   14  番            濱 井  初 男 

   15  番            吉 川    新 

   16  番            木 津  直 樹 

   17  番            田 中  祐 治 

   18  番            野 口    正 

   19  番            石 田  成 生 

   20  番            大久保  孝 栄 

   21  番            東      豊 

   22  番            山 内  道 明 

   23  番            津 村    衛 

   24  番            杉 本  熊 野 

   25  番            藤 田  宜 三 

   26  番            後 藤  健 一 

   27  番            北 川  裕 之 

   28  番            村 林    聡 

   29  番            小 林  正 人 

   30  番            服 部  富 男 

   31  番            津 田  健 児 

   32  番            中 嶋  年 規 

   33  番            奥 野  英 介 

   34  番            今 井  智 広 

   35  番            長 田  隆 尚 

   36  番            舘    直 人 

   37  番            日 沖  正 信 



－1655－ 

   38  番            前 田  剛 志 

   39  番            舟 橋  裕 幸 

   40  番            三 谷  哲 央 

   41  番            中 村  進 一 

   43  番            青 木  謙 順 

   44  番            中 森  博 文 

   45  番            前 野  和 美 

   46  番            水 谷    隆 

   47  番            山 本    勝 

   48  番            山 本  教 和 

   49  番            西 場  信 行 

   50  番            中 川  正 美 

  （42  番            欠      番） 

                                    

職務のため出席した事務局職員の職氏名 

事務局長               福 田  圭 司 

書  記（事務局次長）        岩 﨑  浩 也 

書  記（議事課長）         桝 屋    眞 

書  記（企画法務課長）       稲 垣  雅 美 

書  記（議事課課長補佐兼班長）   中 村  晃 康 

書  記（議事課主幹）        川 北  裕 美 

書  記（議事課主幹）        黒 川  恭 子 

                                    

会議に出席した説明員の職氏名 

知     事            鈴 木  英 敬 

副  知  事            渡 邉  信一郎 

副  知  事            稲 垣  清 文 

危機管理統括監            服 部    浩 



－1656－ 

防災対策部長            福 井  敏 人 

戦略企画部長            西 城  昭 二 

総 務 部 長            嶋 田  宜 浩 

健康福祉部長            田 中    功 

環境生活部長            井戸畑  真 之 

地域連携部長            鈴 木  伸 幸 

農林水産部長            岡 村  昌 和 

雇用経済部長            村 上    亘 

県土整備部長            水 谷  優 兆 

健康福祉部医療対策局長        松 田  克 己 

健康福祉部子ども・家庭局長      福 永  和 伸 

環境生活部廃棄物対策局長       中 川  和 也 

地域連携部スポーツ推進局長      村 木  輝 行 

地域連携部南部地域活性化局長     伊 藤  久美子 

雇用経済部観光局長          河 口  瑞 子 

企 業 庁 長            山 神  秀 次 

病院事業庁長            長谷川  耕 一 

会計管理者兼出納局長         城 本    曉 

 

教  育  長            廣 田  恵 子 

 

公安委員会委員長           川 端  郁 子 

警 察 本 部 長            難 波  健 太 

 

代表監査委員            山 口  和 夫 

監査委員事務局長           水 島    徹 

 

人事委員会委員            戸 神  範 雄 



－1657－ 

人事委員会事務局長          山 口  武 美 

 

選挙管理委員会委員長         髙 木  久 代 

 

労働委員会事務局長          永 田  慎 吾 

                                    

午前10時０分開議 

 

開          議 

○議長（舟橋裕幸） おはようございます。 

 ただいまから本日の会議を開きます。 

 

質 問 
○議長（舟橋裕幸） 日程第１、県政に対する質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。49番 西場信行議員。 

   〔49番 西場信行議員登壇・拍手〕 

○49番（西場信行） 舟橋議長、おはようございます。鈴木英敬知事、おはよ

うございます。皆さん、おはようございます。西場信行でございます。ただ

いまから県政につきまして一般質問をいたします。 

 大杉谷地域の観光振興対策であります。大杉谷は日本三大峡谷の一つであ

りまして、そして昨年平成28年３月には大台ヶ原・大峯山・大杉谷ユネスコ

エコパークに拡張登録されました。そして、エコパークの核心地域になって

います。 

 大杉谷登山道は多くの登山客に好まれにぎわっておりましたが、平成16年

に、宮川豪雨災害で被災をいたしまして、それから復旧工事が続いておりま

した。平成26年、10年後にようやく再開になったところでございます。そし

て、その後、登山客が増えまして、昨年度は登山者数6800人を超えてきてお

ります。にぎわいを取り戻しています。 
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 大台町におきましては、このエコパークと登山道を活用した地域活性化、

観光振興の取組を強化されております。この大杉谷地域に関する観光の動き、

主なところを紹介いたしますと、一つは地域ＤＭＯＶｅｒｄｅ大台ツーリズ

ムが活発に活動を展開して、水上スポーツ、ＳＵＰなど若者の関心を集める

企画、事業も展開されております。 

 また、ＮＰＯ法人大杉谷自然学校では、子どもたちや親の心をつかんで、

自然体験、環境学習、川遊び、森林浴など様々な活動を活発に展開されてい

ます。 

 そしてまた、60年ほど前に宮川ダムが建設されたとき、宮川総合開発のと

きに、大杉集落がダム湖に水没したわけでありますが、その関係者が旧大杉

村再生協議会を結成しまして、ふるさと大杉に人のにぎわいを取り戻そうと

活動を展開しておりまして、自前で観光船を購入して望郷丸と称してその運

行を再開しておるという動きがあります。 

 県におきましても、農林水産部が登山道の復旧に努めてもらいましたし、

また来年度の経営方針の中には三重のまるごと自然体験や、他県に先駆けた

エコツーリズムの展開というものを重点的に記されておりまして、そういう

ところにも沿った形かなと思いますが、農山漁村づくり課のほうで大杉地域

で多くの県の取組も進んでおると、こういうように聞いております。 

 県土整備部におきましては、その宮川ダム建設に伴いまして大杉谷特別対

策要綱という県との約束事項があったわけでありますが、まだ未整備になっ

ております道路整備について、少し遅まきながらではありますけれども、取

組が加速をしてきていただいておりまして、懸案の県道大台ヶ原線の桧原－

久豆間、池ノ上の道路整備がようやく着工の運びになっておると。国道422

号の池坂峠は今度のまだまだ大きな課題ではありますが、これもよろしくお

願いしたいと。 

 そして、道路で言えば、一つ大きなうれしいニュースが飛び込んできたの

は一昨日、12月４日でございますが、午後２時に県道大杉谷海山線が開通し

たと、こういうことで平成16年災害からずっと工事が繰り返し続いてきたわ
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けでございますが、これで実に13年ぶりになりますか、この旧海山町の国道

42号から大杉谷宮川湖まで車で水呑峠を越えて三、四十分で往来できると、

こういうことになったもんでございまして、これは大変なうれしいニュース

であると思います。長らく見ておりません水呑峠からの展望も楽しみにして

おりますが、この両地域がこの道路でもって交流をし、そして願わくばこの

熊野灘の海と、それから大杉谷の山岳が交流する海と山の観光、新しい広域

観光ルート、こういうものも今後開発につながっていくんではないかと、こ

んな期待を持ちます。 

 こういう流れ、動きの中で、私は県の大杉谷地域における観光振興という

ものに力を入れていただきたい、このことをお願いして県の取組、考え方を

お聞きしたいと思います。 

   〔河口瑞子雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（河口瑞子） 大杉谷地域の観光振興に今後どのように

取り組むのかについてお答えさせていただきます。 

 議員から御紹介のありましたとおり、大杉谷は富山県の黒部峡谷、新潟県

の清津峡と並ぶ日本三大峡谷の一つであり、手つかずの原生林と豊富な雨量

がもたらす滝の数々で多くの登山者を魅了する地域です。 

 私も先日、大台町を訪問し、旧大杉村再生協議会が運航する宮川ダム湖の

観光遊覧船望郷丸に乗船し、美しい自然を体感してきたところでございます。 

 また、Ｖｅｒｄｅ大台ツーリズムや大杉谷自然学校を訪れ、大杉谷のすば

らしい自然や、それを生かした営みを次世代に引き継ごうとする思いをお聞

かせいただき、こうした取組をうまく連携し、情報発信していくことが地域

の活性化につながるのではないかと改めて感じたところです。 

 県におきましては、日本版ＤＭＯによる観光地域づくりに地域と連携して

取り組んでいます。日本版ＤＭＯ候補法人に登録されているＶｅｒｄｅ大台

ツーリズムにおいては、サーフボードを使った水上アクティビティ、ＳＵＰ

や登山などのアウトドアプログラムの販売額が対前年比25％増となるなど、

ＤＭＯを核とした新たな地域づくりが順調に動き出したものと考えています。 
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 また、近年は旅行形態が団体から個人にシフトし、旅行先の情報収集から

予約までを全てインターネットで行うという旅行客が増加しています。この

ため、ホームページ観光三重において、アウトドアのまち、大台町の特設

ページを設け、地域の魅力をわかりやすく発信したり、アウトドアプログラ

ムの予約が促進されるような取組を始めたところです。 

 このほか、県が主催しますインバウンド人材育成研修会や、地域の観光関

連事業者と大都市圏の旅行会社及びメディアをつなぐマッチング商談会、み

え旅取材相談会にも大台町の地域の方々に御参加いただいております。こう

した取組を通じて、地域の旅行商品や受け入れ体制を外国人向けにブラッ

シュアップしたり、大都市への情報発信を行ってまいります。 

 こうした観光誘客の取組が地域全体の取組となるよう、町、商工会、大杉

谷登山センターなどが参画するＶｅｒｄｅ大台ツーリズムを引き続き支援し

ていきます。さらに、旧大杉村再生協議会や大杉谷自然学校のほか、県内各

地域で観光地域づくりを進める団体など、より広い関係者との連携強化も支

援していきます。 

   〔49番 西場信行議員登壇〕 

○49番（西場信行） 観光局長が直接早速に大杉宮川ダム湖に足を運んでいた

だいた、その積極性を評価したいと思います。今後、町と一体になって、こ

の観光の取組を県としてぜひ重点化していただきたい。重ねてお願いを申し

上げたいと思います。 

 もう一つ、知事に少し所見としてお伺いしたいことがあります。 

 さきに紹介した旧大杉村再生協議会の皆さんは、ふるさと再生にかける思

いというのは極めて深く強いものがあります。御存じだと思いますが、昭和

26年に国土総合開発法に基づいて大杉谷地域は特定地域に指定されまして、

総合開発事業、宮川ダム建設が進められました。その法が定める事業目的と

いうのは、治水と発電とかんがい用水のほかに、観光目的というものがあり

ました。 

 しかし、観光目的は未達成のまま放置されている、その現状を強く憂いて
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おられます。そして、その対策を訴えておられます。 

 その思いを胸にして、今、自らの力でふるさと再生に向かって、この地域

振興、観光活動を展開されておる、こういうことでございます。この協議会

の皆さん、年齢も相当高い御高齢の皆さんでありますが、この懸命の努力、

活動に対して知事の所見をお伺いいたします。 

○知事（鈴木英敬） 旧大杉村再生協議会の皆さんは、まさに宮川ダム建設に

より生まれ育った家を湖底に失ってしまった。そういう中にあって、ふるさ

とへの思いを募らせ、何とかふるさとを再生したいという熱い思いを持って

いただいて活動していただいているというように思っておりまして、心から

敬意を表する次第であります。 

 また、10月10日には、西場議員の御紹介で県庁にお越しをいただき、その

熱い思い、そしてその中で先ほど西場議員も触れていただきましたけれども、

御高齢になってこられたので最後のチャンスなんだと、何とか今、再生した

いんだというようなこと、強い思いをお伺いして私も心打たれたところであ

ります。 

 あわせて、私どもも余り存じ上げませんでしたけれども、西場議員やその

中におられた浅井さんから教えていただいた松浦武四郎さんが晩年、浅井家

を頻繁に訪れ、非常に魅力のあった地域であったというようなこの三重県内

の歴史と歴史をつなぐようなお話を教えていただいたことも、大変有意義で

ありました。 

 いずれにしましても、そういう皆さんの思いにどう応えていくか、そして

先ほど議員が御質問いただいたような大杉谷の観光振興についてどういうこ

とができるか、大台町ともしっかり連携をし、意見交換しながらやっていき

たいと思います。 

   〔49番 西場信行議員登壇〕 

○49番（西場信行） ありがとうございました。知事から温かい、前向きなお

言葉をいただいたと感謝申し上げます。 

 そういう中で、改めて県の観光局をはじめ関係部局で、この大杉谷振興に
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ついての御協力を、推進をよろしくお願いいたします。 

 続きまして、スポーツの振興対策に入ります。 

 平成30年度の本庁部局の組織見直し案が発表されました。地域連携部ス

ポーツ推進局におきましては、2022年の三重とこわか国体・三重とこわか大

会の開催に向けて本格的に準備を進めるための組織体制の強化のために、局

の名称を国体・全国障害者スポーツ大会局（仮称）に変更するとともに、局

内に担当次長を設置するとのことであります。 

 そこで、ここで改めて三重とこわか国体・三重とこわか大会に対する県当

局の決意というものを伺いたい。昨日、一昨日でしたか、三重県体育協会の

70周年式典があったときに知事が挨拶で、インターハイ、全国中学校体育大

会、そしてこの国体と向かう中で、次の三重県の大きな節目、ビックチャン

スになると、こういう言葉もありました。それだけにこれからの県政の重要

な課題になってこようかなと思いますので、たびたびのことになるかもわか

りませんが、改めてこの場所でその決意を伺っておきたいと思います。 

 時間の関係で、このスポーツ振興対策、一括して質問させてもらいたいと

思います。 

 次に、サッカー競技について伺っておきたいと思います。私とサッカーと

のかかわりというのは極めて少ない、経験も乏しいんでありますが、最近、

非常に関心を持ってまいりました。 

 その一つは、小学生の子どもたちにアンケート調査をしますと、小学校１

年生4000人の方に将来の夢、あるいはつきたい職業、やってみたい仕事を聞

いたら、男子の断然トップはスポーツ選手であったと、そして、ちなみに女

子はケーキ屋さん、パティシエであったと、こういうことであります。 

 男子のスポーツ選手の中で、このサッカー選手というのが断トツに多いと。

２位の野球選手を大きく離しておるということでございまして、我々、王、

長嶋の時代の者としては非常に隔世の感といいますか、今、こういう状況に

あるんだということを、改めてこのサッカーの状況を聞かせてもらいました。 

 そういう中で、Ｊリーグ入りを目指す、県下で北勢のほうからヴィアティ
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ン三重、鈴鹿アンリミテッドＦＣ、ＦＣ伊勢志摩などの３チームが今しのぎ

を削って、それぞれ戦力アップしてＪリーグを目指しておられるという現状

だそうであります。 

 国体における近年の成績というのは大変厳しいわけでありますが、女子の

ほうでは、第70回の和歌山大会で優勝というような快挙も果たしていただい

ておる、こういう状況です。 

 現在、国体成年男子サッカーの監督を務める中田一三氏が、今年になって

伊勢新聞の日曜版コラムに連載で「今、三重県のサッカーがおもしろい」と

いう記事を掲載されました。興味深く読ませていただきまして、サッカーに

興味を持つ貴重な情報となりました。 

 そういう中で、Ｊリーグチームを誕生させる、あるいは誕生したときにも

たらす多面的な効果という記事が印象深くありまして、これは非常に重要な

ことだなと思っております。簡単に申し上げますと、その一つは、プロ選手

の真剣なスポーツに向かう姿勢を目の当たりにして、子どもたちの心に感動

を呼び、その健全育成につながっていくんではないかと、こういうようなこ

とは今の子どもたちのアンケートも含めて非常に関心を持ちます。そして、

二つ目は地域にもたらす経済効果でありまして、このＪリーグになった場合

の動員の集客効果というのは、非常に大きなものがあるということでありま

して、観光、おみやげなどいろんなことが波及効果として出てくるんではな

いか。何よりもサッカーと地域が一体となって応援をして、そして知らない

者同士が肩を組み合って、抱き合って、喜んだり、悔しがったりというよう

な、そういう地域の一体感、こういうものが、こういうスポーツ観戦を通じ

て生まれてくるということになれば、まさににぎわいづくり、地域の活性化

につながってくるだろうと。 

 そんな中で最もサッカーの効果というのは大きいかなと、こう思っており

まして、これをバックアップしていく県の取組をお願いしたいと、こういう

ように思っております。 

 もう一つは、最近の新聞記事に県内におけるサッカースタジアムの整備と
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いう記事が載っておりまして、三重県サッカー協会を中心に、この整備構想

を打ち立てて推進会議をつくってスタジアム建設を目指していくという動き

があるように聞きます。サッカーを通じた地域活性化、それをサッカーで実

現したいんだと、三重県サッカー協会長は申されておるようでありまして、

大変頼もしいわけであります。 

 議員の立場からこのあたりに非常に関心を持つわけでありますが、そこで

県当局にお願いし、伺いたいのは、県内初のＪリーグ入りを目指す三重県の

サッカースポーツの実力の底上げ、クラブの強化、こういうものをどうして

いくのか、そして本拠地となるＪリーグ規格のサッカースタジアムの建設に

つきまして、県としていかに取り組んでいくのか、これを伺いたいと思いま

す。 

   〔村木輝行地域連携部スポーツ推進局長登壇〕 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） それでは、２点につきまして御

答弁を申し上げたいと思います。 

 まず、三重とこわか国体・三重とこわか大会に向けての決意ということで

ございます。 

 国民体育大会は、地方スポーツの振興と地方文化の発展に寄与する国内最

大の国民スポーツの祭典でございます。国内トップレベルの競技に間近で触

れることのできる貴重な機会となります。 

 また、全国障害者スポーツ大会は、障がいのある選手が競技等を通じてス

ポーツの楽しさを体験するとともに、障がい者の社会参加の推進に寄与する

ことを目的としております。 

 平成30年、来年は公益財団法人日本体育協会から正式な開催決定を得られ

る年となります。こうしたことから準備をより一層加速化させてまいりたい

と考えております。 

 三重とこわか国体・三重とこわか大会を通じて、県民の皆さんが、する、

みる、支えるといった様々なかかわりを持つ中で一体感が得られるよう、両

大会がもたらす様々な効果を十二分に引き出し、スポーツを通じた人づくり、
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地域づくりが未来に続きますよう、会場地となる全ての市町、関係する多く

の団体の皆様方と連携を強めて取組を加速させてまいりたいと、このように

考えておるところでございます。 

 続きまして、Ｊリーグの関係でございますが、先ほど議員から御紹介いた

だきましたように、本県には３チームがＪリーグ入りを目指して現在活動を

しております。ヴィアティン三重が今シーズンからＪＦＬに参戦をしておる

ということで、本県からのＪリーグクラブ誕生も夢ではなくなってきたのか

なと、このように思っておるところでございます。 

 県といたしましても、Ｊリーグへ参戦できるようなクラブづくりについて、

県内のクラブ関係者との聞き取りや他県の状況を調査するなど検討を重ねて

きたところでございます。 

 こうした中、三重県サッカー協会からの協力依頼もございまして、本年９

月に、本県にＪリーグクラブを誕生させるための方策について検討する準備

会議が発足し、県としても積極的に参画をしているところでございます。 

 この会議には、県や三重県サッカー協会、Ｊリーグ関係者をはじめ、これ

まで全国各地でＪリーグクラブ立ち上げにかかわってきた方々が委員となっ

ております。 

 これまで３回の会議が開催されておりますけども、Ｊリーグクラブ誕生に

向け、大きな課題となるスタジアムの建設やクラブの強化、県民の意識醸成

などについて議論を続けておるところでございます。 

 例えば、クラブの強化や県民の意識醸成の具体的な検討については、今後

のこととなりますが、現在は、スタジアム建設に向け、他県の事例を研究し

ながら、本県の人口や企業の数、交通の便など現状を把握し、どれぐらいの

規模のスタジアムをどこに建設するのが最善なのかといった議論をしている

ところでございます。 

 あわせて、県といたしましても、会議の場のみならず、クラブ関係者や会

議に参画する方々とＪリーグクラブ誕生に向け、積極的に情報交換を行って

いるところでございます。 
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 いずれにしましても、地域の多くの方から親しまれ、応援してもらうため

には強いクラブづくりが必要となってまいりますので、こうしたことについ

ても今後検討していきたいと、このように考えております。 

 Ｊリーグクラブ誕生は、県民の一体感の醸成や地域の活性化に効果がある

ことから、県としましても、関係者の皆さんと連携を図りながらＪリーグク

ラブ誕生に向け、引き続き検討を進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔49番 西場信行議員登壇〕 

○49番（西場信行） 回答、ありがとうございました。 

 当初、通告のときにボートも一緒に質問するわと、こういうように言っ

とったんですが、ちょっとうっかりと分けてしまいまして申しわけない。早

速、ボートにつきまして質問をさせてもらいたいと思います。 

 ボート競技の競技力強化でございますが、えひめ国体は残念ながら得点圏

内に入ることができなかった、一歩手前ということで残念な結果に終わった

んですが、ただ近年、三重県勢が４種目に出場したというのは恐らく初めて

ではないかということで、いろいろ関係者の取組の努力、成果があらわれて

きておると、こういうものを感じております。 

 それから、大きなうれしいニュースがこの10月に入ったのは、岐阜県で行

われました全国中学新人競漕大会におきまして、大台町の宮川ボートクラブ

の中学生の皆さんがクォドプルという４人漕ぎ舵手つきの種目で優勝を果た

すと。全国優勝。これは大台町のみならず、ボート関係者に本当にうれしい

ことが起こりまして、これからのボート振興の大きなはずみになってきてお

るところでございまして、これを励みにしてこれからの振興をさらに進めて

いかねばならんと、こういうように思っております。この国体を抱えまして、

さきの国体で漕艇競技場になった大台町を中心に競技の振興が続いとるわけ

でありますが、国体の競技開催は地元町のみならず周辺地域も含めた地域の

活性化につながると、こういうことでありまして、ぜひ力を入れていきたい

と、こういうように思っています。 
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 しかし、いろんな課題がありまして、今後、競技力向上に向けて有力選手

を獲得する、育成する、艇やオール等の用具整備をしていく、こういった環

境整備も大きな課題になっています。 

 このあたりの取組につきまして、県の方針を伺いたいと思っておりますし、

また漕艇場の施設整備も今後国体までの大きな課題でございまして、艇庫の

改修、駐車場、観覧席の整備、水路、コースの設営保全など、様々な準備が

必要です。地元大台町でも努力をしておりますが、町だけでは困難なところ

もありますので、県のバックアップが必要であると、こういうように思いま

すので、とこわか国体にかかる施設整備等について今後の取組方針を伺いま

す。 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） まず、ボート競技の競技力の向

上についてでございますが、先ほども議員から御紹介いただきましたように、

宮川ボートクラブが全国大会優勝といったように少年選手の強化も進んでお

りますし、また、成年選手につきましては、就職支援により来年４月から本

県に就職することが内定しておる選手もおるということでございます。 

 今後もトップアスリートヘのスカウティングを一層進めて、大学運動部と

の連携の緊密化を図ることで、競技団体とともに成年選手の確保に取り組ん

でまいります。 

 今後、競技力向上対策を進める中で、選手の活動がより活発になることが

想定されます。ボート競技におきましては艇の不足が課題となってまいりま

すので、今後必要となる艇の整備につきましては、計画的、効果的に進めて

まいりたいと、このように考えておるところでございます。 

 続きまして、２点目の国体を開催するための施設整備でございますが、三

重とこわか国体の競技施設の整備につきましては、平成27年度に会場地市町

が行う施設整備に対する補助として、市町競技施設整備費補助金制度を創設

したところでございます。 

 現在、県の国体準備委員会では、ボート競技会場の大台町や競技団体等と

連携をして準備を進めておりますが、大台町では、平成28年度には艇置き場
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や選手の控室、観客席やおもてなしエリアなどを明確化するための陸上部分

の大まかなレイアウトを行ったところでございます。 

 今後、大台町では、競技コースの整備に向け、水上部分についても検討を

始めるということでございます。引き続き、県といたしましても制度の趣旨

に沿った必要な支援を行い、円滑な準備が図られるよう取り組んでまいりた

いと、このように考えております。 

 以上でございます。 

   〔49番 西場信行議員登壇〕 

○49番（西場信行） ありがとうございました。今後のボート競技振興、そし

て施設の整備につきましても、県のバックアップ、よろしくお願いをいたし

ます。 

 続きまして、農林業の振興対策に入りたいと思います。 

 まず、県産材の供給体制でございますが、来年４月にいよいよ大型合板工

場株式会社日新が多気町にて操業が開始されるということになりました。端

的な質問をさせてもらいますが、この合板工場立地に伴う県内の林業関係へ

の変化と効果について伺いたいと思います。 

 そして、またバイオマス発電の関係ですが、今、現在県内に３事業所が既

に操業しております。現在の間伐材等の供給は７万8000トンぐらいと聞いて

おりますが、松阪市の三重エネウッド、そして多気町の中部プラント、そし

て津市のグリーンエナジー、こういうところに対して今後バイオマス事業へ

の間伐材等資材の安定供給、これをどのようにしていくのか、それから最初

に申し上げました合板工場へのＢ材等の供給体制、これをどのようにつくり

上げていくのか、ここを伺いたいと思います。 

 次なる課題として残ってくるのがＡ材の需要拡大と販路拡大ということで

はありますが、この点につきましては前回の一般質問の中で、県産材利用推

進条例を策定して、ウッドファーストの県づくりを進める中で、このＡ材対

策を進めてほしいということを強く要望いたしました。今回も重ねてそれを

お願いしておきたいと思います。 
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 今後、県下の素材生産を増大させていくために、このＡ材、Ｂ材、Ｃ材、

それぞれを安定供給させていくためには、まずは林地からの伐採と搬出が重

要でありまして、それを進めるために皆伐、主伐を促進する必要があります。

これらの素材生産の増大に向けた対策として、皆伐後の植栽再造林を一貫作

業とする事業に対して公費の支援をお願いしたいと、こういうことを思うん

ですが、いかがでしょうか。お伺いします。 

   〔岡村昌和農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（岡村昌和） それでは、県産材の利用につきまして、何点か

御質問いただきましたので、順次お答えさせていただきたいと思います。 

 まずは、大型の合板工場の関係でございます。こちらにつきましては、先

ほども御紹介がありましたが、紀伊半島地域の豊富な森林資源を背景にいた

しまして、平成30年４月から紀伊半島で初となる大型合板工場として多気町

で操業を開始するというふうな予定となっております。 

 この工場では、スギ、ヒノキを原料といたしまして合板を年間７万2000立

方メートル生産する計画でありまして、約10万立方メートルの原木を消費す

る予定であり、Ｂ材の大量かつ安定的な需要をベースにした素材生産量の増

大により、本県林業の振興に大きく寄与するというふうに考えておりまして、

また工場での直接的な雇用に加えまして、運送業など関連産業での雇用創出

にもつながるということで、中山間地域の活性化に貢献するなどの効果もあ

るというふうに考えております。 

 次に、こちらの工場への供給体制ということでございますが、合板工場へ

供給いたしますＢ材の供給につきましては、合板事業者が県内外の10の木材

市場や素材生産業者、三重県森林組合連合会と原木安定取引協定を締結して

おりまして、必要な原木の約３分の２が県内から供給される見込みというふ

うになっております。 

 県では、来年１月を目途に、関係者によります協議会を立ち上げまして、

原木の需給情報共有や素材生産、原木流通の課題等の検討を行いまして、原

木の安定的な供給が円滑に進むよう調整を図っていきたいというふうに考え
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ております。 

 また、木質バイオマス発電所の関係でございます。こちらにつきましては、

Ｃ材ということになりますが、主な供給先となります木質バイオマス発電所

が松阪市と多気町、津市で稼働しておりまして、県内外から間伐材などの未

利用材や森林の開発等で発生する伐採木などを燃料として使用しているとい

うふうな状況です。 

 供給体制につきましては、平成28年に多気町と津市の発電所が稼働し、県

内各地のチップ事業者が発電用チップの生産を開始したことなどによりまし

て、間伐材など未利用材の供給量は県外を含め平成27年度の約1.6倍に増加

いたしました。本年９月末時点での供給量につきましても、昨年の同時期を

約６割上回っておりまして、現在のところ、発電所の安定稼働に必要な燃料

は確保されているというふうな状況でございます。 

 しかしながら、近隣県でも木質バイオマス発電所の稼働が予定もされてお

りますし、また合板工場への原木の安定供給を確実なものとする上でも、素

材生産量の増大を図る必要があるというふうに考えております。 

 このため、国の補助事業等を活用いたしまして、施業の集約化や路網の整

備、高性能林業機械の導入など木材生産の低コスト化や、効率化に引き続き

取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 次に、皆伐など主伐への支援ということでございます。素材生産量の増大

には皆伐など主伐を促進する必要がありますが、伐採後は、再造林を的確に

推進することが重要と考えておりまして、国補造林事業におきまして、再造

林と獣害防護柵等の設置に対して、優先的に予算を配分し支援を進めており

ます。 

 さらに、再造林費用を低減するため、低密度植栽の普及を進めるとともに、

主伐と再造林の一貫作業システムの導入に向けたガイドラインの策定を行う

ことによりまして、低コスト造林の取組を支援してまいりたいというふうに

考えております。 

 県といたしましては、合板工場の立地やバイオマス発電所の稼働などから
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生まれます、大量かつ安定的な需要を本県の林業、木材産業の新たなステー

ジヘのターニングポイントとして捉え、様々な施策を総合的に展開しながら、

林業の成長産業化につなげてまいたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

   〔49番 西場信行議員登壇〕 

○49番（西場信行） 岡村農林水産部長、ありがとうございました。 

 三重県の素材生産は今23万トンかな、立方メートルかな、それぐらいなん

ですよ。ところが、需要は逆に32万トンあるんです。ですから、これが県外、

あるいは海外から入ってくるという状況であります。さらに今、合板工場が

できたら、そこは必要な原木量は10万立方メートル要ると、こう言っておる

わけであります。 

 こういう中で、今、三重県の広大な山の中には戦後植えた木が既に十分伐

期を迎えて切り出しを待っておると、こういう状況の中で今、どんどん切っ

てほしい、出してほしい、使ってほしいということなのですが、切るに切れ

ない、出すに出せない、余りにも材価が安いから。 

 例えば、山元で切り出した人が売る山元価格というのがありますが、昭和

50年代後半はスギで１万7000円しておったものが立方メートル2800円、12％

に落ちておる。丸太でも２万円が１万円ぐらいになってきておると、こうい

うことです。ヒノキでは３万5000円しておった山元価格が6000円になってい

る。こういう全く意欲がそがれるような状況で、100分の２、１万円以上の

運搬がかかるんですから、こんな2000円、6000円の中で、切り出して運べと

いうことができないんです。 

 しかし、山には本当に優良な森林資源があります。これを運び出してくる

という、そして新しく植栽させるということの効果をもっと真剣に考えなく

ちゃなりません。 

 パリ条約でしたか、ＣＯ２削減の約束というものがあります。それに対す

る森林の責任というものがあります。これをやって、今のこのように成長し

切った木ではＣＯ２は吸いません。新しく植栽して間伐しながらぐんぐん大
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きくなる林部に対してＣＯ２吸収は加速されます。でありますので、木を切

る、植える、使う、こういう緑循環を真剣に一生懸命やる。そのためには、

皆伐を促進させる、主伐を促進させるということ、そしてＡＢＣＤの区分に

応じてバイオマスや合板材や、そして建築材に使いましょうという運動を県

を挙げてやっていただきたい。 

 そのために来年度以降、今、国のほうで森林環境税をどうするかが正念場

を迎えております。これはどうしても自公の約束で持ち出した新しい施策を

ぜひとも早急に実現して、森林酸素のために施行してもらいたいと思ってお

りますが、そういう中で県として、もちろん国に制度要求も要りますけども、

先ほどの主伐に対するいろいろ取組というのは思いとしてはわかりますが、

まだ効果としては少ないだろうと、こう思いますので一生懸命やっていただ

くようお願いをして、この項は終わりたいと思います。 

 もう一つ、農業部門で農地利用集積につきましてお願いをしたいと思いま

す。 

 一昨日でしたが、服部議員も触れていただきました。農業もその中で高齢

化が進んで、そして取り巻く環境が厳しい中で、この農地集積を、あるいは

集約化をどうするかというのは大きな課題になってきています。現在、国が

進めますのが農地中間管理機構でありますが、これを核にして県、市町、

ネットワーク機構、農業委員会、ＪＡ、こういうものがそれぞれ、あるいは

連携して取組が始まっています。 

 この農地中間管理事業は、平成26年から各県に一つずつ設置されました。

三重県は、この農地中間管理事業を農林漁業後継者育成業務を担っていた公

益財団法人三重県農林水産支援センターに委ねました。三重県農林水産支援

センターの仕事は現在、この農地中間管理業務のウエイトはかなり高くなっ

てきているのかなと、こういうように思います。 

 一方、農業委員会におきましては、昨年の４月に改正農業委員会法が施行

されまして、農地利用集積の推進が重点業務に位置づけられまして、そして

そこに新しい組織ができた。農地利用最適化推進委員というものが組織化さ



－1673－ 

れまして、今、各農業委員会にて組織をつくっております。 

 県下でももう20市町でできてきた。来年に向かって全市町に広がるだろう

と、こういうように思っております。本県において、この農地利用集積が、

この農地利用最適化推進委員を中核にして各地で展開されていくことになる

んだろう、こういうように思いまして、農業委員会、そして農業会議の役割

も大きくなってくると考えます。 

 この農地集積の進め方でありますが、農地中間管理事業を担う三重県農林

水産支援センターは、この農地の利用調整、相談を進める各農業委員会、農

業会議と連携に努めていかねばなりませんが、現状はまだまだそこまで体制

が十分できているとは言えないように思います。今後、これが大きな課題で

はあります。 

 ただ、これを進める上において県の役割というのがあると思います。農地

集積事業の全体をコーディネートしていくというのは、これは農地中間管理

機構というより県の責任が重要でありますので、三重県農林水産支援セン

ターへの対応支援ももちろんでありますが、今後、特に農業委員会やネット

ワーク機構への支援、連携を強化していっていただきたいと、こういう思い

でまず県の対応を伺いたいと思いますが、もう一つ、三重県農林水産支援セ

ンターの組織についても触れたいと思います。 

 先ほど申し上げましたように、三重県農林水産支援センター設立以来、後

継者育成の業務を中心に運営をされてきましたが、この農地中間管理業務が

入りまして、農地集積の仕事の割合というのは、格段に増えてきたと思われ

ます。この際、その仕事と責任が高まる農業部門の活動を充実させて、あわ

せて組織改革も含めて農業に特化して、専門化したセンター組織に改編して

いくようにしてはどうかと、こういう検討を提案して伺うものであります。 

 あわせて表裏の話ともなりますけれども、現在、鈴木知事の公約でありま

す本県林業学校、すなわちみえ森林・林業アカデミーの設立が本格化をいた

しまして、平成31年４月開校の準備が進められておると、こういうことであ

ります。このみえ森林・林業アカデミーの目指す事業というのは、現在、三
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重県農林水産支援センターで進められております林業関係事業とかなり重複

した内容になってくると、このように思われます。 

 そこでこの際、三重県農林水産支援センターの林業部門を分離して林業サ

イドで一元化し、みえ森林・林業アカデミーと一体的に取り組んでいくべき

ではないかと考えますが、こういった点につきまして県の考え方をお伺いい

たします。 

   〔岡村昌和農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（岡村昌和） それでは、農林業振興対策、農地利用集積に関

して２点御質問いただきましたので、順次、お答えさせていただきたいと思

います。 

 まず、農業委員会、農業会議への県の支援についてということでございま

す。 

 県では、農業の生産性を高め競争力を強化していくため、平成25年度に10

年後の目標として掲げました農地集積率70％の達成に向けまして、これまで

の農地法などに基づく農地集積に加えまして、平成26年度からは農地中間管

理事業の推進に取り組んでいるというところでございます。 

 こうした中、農業委員会につきましては、平成28年４月の関係法令の改正

によりまして、担い手への農地の集積、集約化、耕作放棄地の発生防止、解

消、新規参入の促進といった農地利用の最適化に向けた取組が新たに必須業

務として位置づけられるとともに、これまでの農業委員会に加えまして、集

落等における話し合いへの参画や相談活動などに取り組み、農地集積を推進

いたします農地利用最適化推進委員を設置することとされたというところで

ございます。 

 この農地集積の目標達成に向けましては、農地中間管理事業の活用を拡大

することが重要というふうに考えておりまして、農地利用最適化推進委員に

よる集落等における農地集積に向けた活動を進めていく必要があるというふ

うに考えております。 

 このため、農地利用最適化推進委員に対しましては、県といたしましても
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担当地域で円滑に活動が行われるよう、農地中間管理機構、また市町、農業

委員会、ＪＡ等で構成いたします農地中間管理事業推進チームを県農林事務

所に設置いたしまして、県農業会議とも連携しながら、例えば農地集積に対

する集落等での理解促進に向けた研修会や座談会の開催、また集落単位での

人・農地プランの策定を通じた、農地の受け手となる担い手の明確化と地域

内での合意形成、また農地の出し手と受け手とのマッチングの促進、農地中

間管理事業の活用に向けたアドバイスや情報提供などのサポートを行ってい

るというところでございます。 

 また、農地中間管理機構及び県農業会議と連携しながら、農地利用最適化

推進委員や農業委員を対象といたしました研修会を地域ブロック別に開催し

ておりまして、農地利用最適化推進委員の皆さんには、農地集積を図るため

の制度内容や地域における話し合いの進め方などについて理解を深めていた

だいているというところでございます。 

 さらに、集落の概況や各種施策の活用状況を記録いたしました集落カルテ

を作成いたしまして、農業委員会を通じて配付することによりまして、農地

利用最適化推進委員が担当地域において円滑に活用できるよう支援していき

たいというふうに考えております。今後も引き続き、県と農地中間管理機構

等が連携しながら、農業委員会及び農業会議による取組をサポートし、農地

集積を中心とした農地利用の最適化にしっかりと取り組んでいきたいという

ふうに思っております。 

 続きまして、三重県農林水産支援センターの組織の充実ということでござ

います。 

 この三重県農林水産支援センターは、農地の流動化や新規就業者の育成な

どを行っていた三つの団体が経営の効率化や合理化、またワンストップの支

援に取り組むということで、平成13年度に統合をいたしまして設立された法

人ということでございます。 

 この支援センターでは、これまで担い手への農地の売買や貸借のあっせん

に加えまして、新規就業者の就業支援等に取り組んで来ておりまして、関係
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法令に基づきまして、県が農業においては、青年農業者等育成センターに指

定しておりますし、また林業におきましては林業労働力確保支援センターと

いうことで指定をさせていただいております。 

 さらに、平成26年度からは、先ほども御紹介ありましたが、国の農地中間

管理事業の実施に当たって、関係法令に基づきまして県による農地中間管理

機構の指定を受けまして、農地の中間管理に関する業務を市町などと連携し

ながら担っているというふうなことでございます。 

 特に、この農地中間管理の業務のスタートに当たりましては、この業務を

支援センターの中核業務ということで位置づけまして、新しい専門の課を設

置するとともに、農地集積の知識や経験のある職員を採用いたしまして、農

地集積の促進に取り組んでいるというところでございます。 

 このように支援センターは、農地中間管理に関する業務を中核業務として

農地集積の促進に取り組んでおります。また一方で、新規参入者の掘り起こ

しや定着など、農林漁業者の確保、育成に向けた横断的な役割も担うという

こともございますので、御提案のありました農業部門の組織の充実につきま

しては、近年の農林漁業を取り巻く状況なども踏まえながら、今後、組織の

あり方や業務の内容、また事業の進め方などを検討していく中で、議論して

いきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

   〔49番 西場信行議員登壇〕 

○49番（西場信行） 御回答いただきました。今後また内部にていろいろと御

検討をして、ぜひともその方向を目指していただきたいと思います。 

 ちょっと時間の関係で次に入らせてもらいます。国史跡斎宮跡保存活用対

策でございます。 

 この史跡を保存管理していくという基本は、昭和55年に策定した保存管理

計画書というものに記載されておりまして、その中に発掘調査を促進し、そ

の全容を早急に明らかにすると書かれております。発掘調査は県の責任で

行ってもらっているわけでありますが、この県のほうで改めて早急に全容を
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解明するという意思について、その確認をしておきたいと、こういうことを

思うのが１点であります。 

 それから、もう一つはお願いをしておりました発掘調査の中長期のこれか

らの取組方針につきましては、本年の３月に史跡斎宮跡発掘調査基本方針が

策定されまして、初期斎宮であります史跡の整備など重点調査地域が設定さ

れました。そして、この平成29年度からその対応を進めていただいとるわけ

でありますが、この29年度の実績が極めて少ない、予算づけがさらに減少し

ていくという状況でございます。さきの定例月会議でもそんな紹介をしまし

たが、かつて3000平方メートルぐらいを毎年、あるいはそれ以上やっておっ

た発掘調査が一桁違う300平方メートルぐらいに最近はなってきております。

この100ヘクタールを超える140ヘクタールという、この面積を抱える斎宮跡

の全容解明する調査を毎年300平方メートル、数百平方メートルでやってお

れば、1000年どころか2000年、3000年というような年数になってしまう、そ

んなところでありますので、この計画発掘調査事業を今後、どのように進め

るのか、予算の確保も含めて県の対応を伺いたいと思います。 

 それから、もう一つは史跡斎宮跡発掘調査基本方針に沿って重点地域の調

査を進めた結果、その成果をもとに遺跡遺構の復元整備というものがなされ

て、広く県民にこの歴史を知らしめることが重要であります。 

 先ほど申し上げました、特に史跡整備の初期斎宮については、大来皇女や 

井上皇女などの建物跡が発見されつつありまして、非常に斎王制度創立の謎

にも迫る古代ロマンの歴史が満ちあふれているゾーン、これを早急に解明し

て、それに遺構復元をし、整備につなげていくということは大変重要だと思

いますし、平安時代の都市計画とも言うべき碁盤状の道路に囲まれた方格地

割というものは、まさに平安の都に匹敵する遺構が出ておりまして、この方

格地割の区画道路復元も含めて、そういう整備というものが今後出てくるの

ではないかと。今後の史跡整備について伺いたいのでありますが、その基本

になりますのは史跡斎宮跡整備基本構想でございますが、平成８年につくら

れて以来、今日まで来ております。今後、必要な手直し、見直しも含めて、
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さらなる充実をさせて、次なる整備計画の支援づくりをお願いいたしたいと

思いますが、この点について御回答をお願いいたします。 

   〔井戸畑真之環境生活部長登壇〕 

○環境生活部長（井戸畑真之） 国史跡斎宮跡の保存活用につきまして、３点

大きく質問いただいたと思います。 

 まず、１点目の全面改良についての考え方でございます。斎宮跡の発掘調

査につきましては、昭和45年以降、範囲確認調査や計画的学術調査、あるい

は大規模施設整備に伴う調査など、様々な目的に応じた調査を積み重ねてま

いったところでございます。 

 史跡斎宮跡の全容解明には、飛鳥時代末期から南北朝時代初期までの約

660年間の各時代の中心的な部分を押さえていく必要があろうと考えており

ます。これまでの調査で奈良時代後期からの約400年間、斎王の宮殿や役所

を含む、広大な方格地割といった史跡の主要な部分がこの史跡の中央部から

東部に置かれていたこと、あるいは史跡西部に置かれた初期斎宮の中心部分、

こういったものの範囲が明らかになったなど、かつては幻の宮と呼ばれた斎

宮の実態がかなり解明されてきていると考えております。 

 それから、２点目の今後の発掘調査の進め方でございます。平成27年度に

史跡東部の柳原地区の発掘調査と施設整備に区切りがつきましたので、県と

しては、これまでの発掘調査の成果を踏まえた今後の方針として、先ほど言

われました発掘調査基本方針を本年３月に策定いたしました。 

 斎宮の全体像を解明する上で、今後、重点的に調査すべき箇所を３カ所と

しております。当面はこういったところをきちっとやって、残された未解明

の部分を重点的に調査することで全面解明につなげてまいります。 

 予算につきましても、いろいろ工夫をしながら、これまで委託方式でやっ

ていたのを直営にするなどして、少しでも面積を確保できるようにしてまい

りいと思っております。施設整備につきましては、県としての整備は一定の

区切りがついておりますけれども、町のほうで2020年を目標に整備しており

ますので、その2020年の段階で既に整備された施設の活用状況であるとか、
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あるいは県町の取組の成果、発掘調査の成果をどのように今後波及していく

のかということにつきましては、慎重に判断してまいりたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

   〔49番 西場信行議員登壇〕 

○49番（西場信行） まだ議論したいんですが、時間が来ました。これをもち

まして終わります。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（舟橋裕幸）  11番 藤根正典議員。 

   〔11番 藤根正典議員登壇・拍手〕 

○11番（藤根正典） 皆さん、改めましておはようございます。熊野市・南牟

婁郡選挙区選出、新政みえの藤根正典です。 

 議長のお許しをいただきましたので、本日２番手として登壇させていただ

きました。しばらくの間、おつき合いをよろしくお願いいたします。 

 それでは、早速ですけども、通告に従いまして質問に入らせていただきま

す。 

 最初の質問は、航空レーザ測量データの活用についてという、かなりマニ

アックな質問をさせていただきます。文系出身の私ですけども、いろいろ仕

組みの説明も入れながら質問をさせていただきたいというふうに思います。 

 （パネルを示す）まず資料なんですけども、航空レーザ測量は航空機から

レーザ光を発射して、地表から反射して戻ってくるパルスの時間差を調べる

ことで、地表の情報を得る測量方法です。レーザ光を１秒間に５万回から10

万回発射することで、地表で50センチメートルから60センチメートルほどの

間隔で、あるいはそれ以下での計測が可能だということです。航空レーザ測

量の装置にはデジタルカメラもついているため、地表の画像も同時に取得

しながら測量することができるというふうになっております。ＩＭＵとか

ＧＮＳＳとか難しい言葉がありますけども、要はＩＭＵというのは慣性計測

装置、飛行機がどこをどういうふうに飛んでいるかというのを自動的に観測

する装置ですし、ＧＮＳＳというのは人工衛星から車のＧＰＳのように位置
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をしっかりと把握しながら飛んでいるということで、地表に黄色い線であら

わしていますけども、レーザ光を照射しながら測量するという形になってお

ります。 

 （パネルを示す）そのレーザ光なんですけども、樹木や構造物、あるいは

地表面で反射して戻ってきます。樹木や構造物を含めた画像のデータ、レー

ザを使いますが、こちらが樹木や建物を含めたデータとして左側のような加

工が可能です。さらに、樹木や建物を透過して地表面のみの画像に加工する

こともできます。三次元のデータとして、樹木の高さなどの森林情報などと

もに、等高線等の地盤の情報も得ることができるということになっておりま

す。 

 この航空レーザ測量なんですけれども、（パネルを示す）ちょっと見にく

い図になりますけども、三重県でどの程度カバーされているのかという資料

になります。 

 国土交通省の中部地方整備局や農林水産省の東海農政局といったところが

広く実施しておりますし、県も林業研究所や建設事務所の一部で研究や調査

のため利用しているというようなことも伺っております。この地図を見てい

ただいてわかると思いますが、三重県のほとんどのエリアが航空レーザ測量

によってカバーされているということが言えます。 

 （パネルを示す）この地図は度会町内の地図になりますが、これはこれま

でのＧＩＳ、地理情報システムによって作成された地図で、等高線の間隔が

が10メートルというものになっております。 

 （パネルを示す）それに対してこちらの地図は、航空レーザ測量データか

ら作成したほぼ同じ場所の地図になります。等高線の間隔はわかりにくいで

すが、１メートルです。レーザ光により得たデータを加工することで、これ

までと比べ物にならない正確な地図を作成することができます。 

 私は、このデータをもっと活用しない手はないんじゃないかなというふう

に思っております。 

 そこで、航空レーザ測量の活用について、まず３点、農林水産部長にお伺



－1681－ 

いしたいと思います。 

 現在、県としてどのような事業に航空レーザ測量を活用しているのか、そ

の状況についてお聞かせください。 

 そして、航空レーザ測量について、今後どのような活用の可能性があると

お考えかお聞かせください。 

 また、航空レーザ測量を施策において活用していく上で、課題があるとい

うような認識があればお聞かせいただきたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

   〔岡村昌和農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（岡村昌和） それでは、航空レーザ測量につきまして３点御

質問いただきましたので、順次、御答弁申し上げたいと思います。 

 まず、県における活用の例ということでございます。 

 県では、この測量を、先ほど議員からも紹介がございましたが、林業研究

所におきまして主に試験研究の分野で利用しております。具体的には、みえ

森と緑の県民税により実施いたしました大台町、津市白山町における災害緩

衝林整備の効果検証を行うモニタリング調査ということ、それと平成23年の

紀伊半島大水害における紀宝町の土石流被害地での発生流木量の推定、また

県内の森林作業道６路線の地盤強度に関する研究などに活用をしているとい

うところでございます。 

 続きまして、今後の活用の可能性ということでございます。この航空レー

ザ測量では、計測により得られました三次元データを解析することで、標高

や傾斜などの地盤情報をはじめといたしまして、樹種や樹高、また本数密度

等の詳細な森林情報を取得することが可能となるというふうに考えておりま

す。 

 また、これらをもとに、森林の立体地図や樹木の混みぐあいに関する分布

図を作成することで、崩壊する危険性の高い地形や整備が必要な森林などを

容易に判別することができると考えております。 

 このことから、将来的には、県が実施いたします治山事業や災害に強い森
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林づくりのほか、市町や林業事業体における森林整備や路網開設に、航空

レーザ測量を活用できる可能性があると考えております。 

 続きまして、活用を進める上での課題ということでございます。このよう

に、森林情報の把握等に有効な航空レーザ測量ではありますが、詳細な森林

情報を得るためには、レーザの照射密度を１平方メートル当たり４点という

ふうに高めることなど、精密なデータの取得が必要となってまいりまして、

測量の実施や解析に多額の費用を要するということが課題であると考えてお

ります。 

 また、作成した森林の立体地図等から、必要な情報を読み取り、適切に事

業計画等へ反映できる人材を育成していくことも、今後の課題であると考え

ております。 

 これらを踏まえまして、航空レーザ測量の有効活用につきまして検討を進

めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔11番 藤根正典議員登壇〕 

○11番（藤根正典） 御答弁いただきましてありがとうございました。 

 既に林業研究所で試験研究分野で利用しているということで、紀伊半島大

水害のときの土石流の被害の流量推定といったところにも活用していただい

ていたんだということも御紹介をいただきました。可能性としては、地盤情

報や森林情報をしっかりと得ることができるということで、そこから崩壊す

る危険性の高い地形の把握とか、整備が必要な森林の判別、あるいは将来的

には森林整備や路網開設にも使っていけるんじゃないか。 

 ただ、課題としては費用の部分と、それから解析して活用するための人材

というようなところのお話を伺いました。 

 済みません。資料の順番が変わるかもしれません。 

 （パネルを示す）これなんですけども、ちょっと順番変わりましたか。申

しわけないですが、森林整備や路網開設への活用に触れていただいたわけな

んですけども、これは等高線地図のデータに斜面の傾斜度に合わせて着色す
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る加工を施したものです。将来的に路網開設というお話も伺いましたが、実

際には、このような形で緑色の部分は斜面が安定している、あるいは傾斜が

緩い場所。色が濃くなるほど、茶色、そして黒っぽく見えるところほど斜面

が急で路網開設が難しいといったようなところになっております。 

 こういった形で実際に利用されているところもございますので、このデー

タを見たら、黒い線がジグザグにずっと登っているのが解析された路網の状

況ということになっておりますが、こういったデータを確保することで、間

違いなく現地での調査の回数を減らして、しっかり事前の状況を見ながら現

地調査を減らして、効率的に進めることができるということを考えられるん

じゃないかなというふうに思います。 

 それから、今、御答弁いただいた中にもあったんですけども、（パネルを

示す）これは航空レーザ測量により作成された奈良県内の山間部の森林基本

図なんですけども、等高線の間隔は１メートルで、この下のほうに斜めに

走っているのが作業道です。もう一本、標高で言うと下になるんですが、作

業道が１本走っているんですが、途中でこれ切れているんですね。２カ所、

途中で切れております。 

 見ていただいてわかると思うんですが、特にこの左側のところは何かとい

うと、山腹崩壊を起こした跡なんです。山腹崩壊が起こって、この谷に向

かって土砂が流れて、この辺が非常に崖になっているという状況がわかって、

作業道が断ち切られているというのもわかっていただけるんではないかなと

いうふうに思います。 

 このように、航空写真では樹木に邪魔されてわかりにくいといったような

ものも、レーザ測量の地図では災害の危険性や、どう対応していくのかと

いったところも正確に把握できるのではないかなというふうに思っておりま

す。 

 費用のお話もございましたので、林業研究所でもお話を伺ったのですが、

確かに専用のアプリケーションが必要で、それを使いこなす技術も要ると。

専用のアプリケーションはかなりの高額で、メンテナンス費用も必要だとい
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うふうな話も伺いました。 

 しかし、今はフリーのアプリケーションも数多く出てきているというよう

なことも聞かせていただきましたので、利用しやすい用途に合わせた活用と

いったようなところも、以前よりは可能になってきているのではないかなと

いうふうに思っております。 

 ここまで航空レーザ測量の利活用についてお考えをお聞かせいただきまし

た。 

 先ほど資料でお見せしましたけど、もう一回いいですか。（パネルを示

す）この三重県地図は、ほとんどのデータを持っているのが国土交通省中部

地方整備局ということになります。三重県内、志摩半島と伊賀の一部でまだ

測量ができていないという状況にはありますけども、ほぼほぼクリアされて

いるということが言えるというふうに思います。 

 この国土交通省のデータについては、県や市町の地方自治体はもちろん利

用するということを認められておりますし、県内の森林組合の中には、既に

データの活用を申請して、利用を始めたというところもあるというふうにも

伺っております。私は県が市町や外部組織や研究者とも協力していただいて、

このレーザ測量データの活用をさらに広めていくことが可能ではないかなと

いうふうに思っておりますし、ぜひ進めていただきたいというふうに思って

おります。 

 市町や民間機関などで利用しやすい環境づくりについて、ぜひ農林水産部

も御検討いただけないかなというふうに思っておりまして、農林水産業の今

後の展開に航空レーザ測量データの活用をさらに進めていくために、農林水

産部が国と県内の自治体や民間機関などとの橋渡しをしていただく、あるい

は民間機関や専門知識を持つ技術者と連携を強めていただいて、取組を進め

ていただくということも可能ではないかなというふうに思いますので、その

辺のお考えをお聞かせいただけないでしょうか。 

○農林水産部長（岡村昌和） それでは、まず国との連携ということでござい

ますが、先ほども御紹介がありましたように、国土交通省の砂防事務所や河
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川国道事務所のデータは、国土地理院の測量成果ワンストップサービスとい

うものにおいてユーザー登録をして、使用承認を受けることで利用すること

が可能となっているというふうな状況にあります。 

 これらデータの中には、計測から長期間経過しているものや、レーザの照

射密度が低いもの、こちらのほうは１平方メートル当たり１点というふうに

なっておるんですけども、そういったものもあるんですけども、地形を判読

することができる森林の立体地図の作成などにおいては、十分に活用が可能

なものもあるというふうに考えておりますので、県としてもデータの取得と

活用を検討していきたいというふうに考えております。 

 また、県では、今年度、全国に先駆けましてクラウド型の森林ＧＩＳを導

入したというところでございまして、このクラウドを介しまして市町や、ま

た民間の事業体等との情報共有のほうも進めていきたいというふうに考えて

おります。 

 さらに、広域的な連携ということで申し上げますが、今年度、奈良県、和

歌山県と連携いたしまして、紀伊半島３県の森林情報の研究を始めたという

ところでありまして、この航空レーザ測量技術の広域での活用につきまして

も検討していきたいというふうに考えております。 

 今後は、このように国や市町、民間機関等と連携いたしまして、航空レー

ザ測量を活用した効率的な森林整備や保全の方法等につきまして検討を進め

るとともに、先ほど述べました専門知識を持った人材の育成につきましては、

みえ森林・林業アカデミー等においても育成に努めてまいりたいというふう

に考えております。 

   〔11番 藤根正典議員登壇〕 

○11番（藤根正典） 御答弁をいただきました。 

 農林水産関係のデータ活用については、私が思っていた以上に御検討もい

ただきながら、あるいは近県、紀伊半島３県での林業情報研究といったとこ

ろでも活用していきたいという御答弁もいただきましたし、とにかく国土地

理院にワンストップサービス窓口があって、そこで利用を申請すれば利用で
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きるという状況がありますので、ぜひそういったところを活用していただき

たいのと、あと人材の育成の部分も民間のほうではかなり技術者も育ってき

ているというような話も聞きますので、そういったところとも連携しながら

進めていただけたらなというふうに思っております。 

 もう１点、これは質問ではありませんけど、この航空レーザ測量は何も山

林のみを測量しているわけではなくて、平地や河川、海岸部も既に測量され

ております。ですので、国土交通省の中部地方整備局の砂防事務所や河川国

道事務所が測量しているということからいっても、河川の治水対策とか海岸

の防災対策とか、そういったところへも十分データの活用は考えられるん

じゃないかなというふうに思っております。ぜひ県土整備部や防災対策部、

あるいはその他の部でも関連して研究していただければなというようなとこ

ろを思っておりますので、御要望とさせていただきたいというふうに思って

おります。 

 県がデータを利用しやすく環境づくりを進めていただくということと、国

との調整は必要ですけども、将来的に県がデータを管理できるような仕組み

になっていただけたらなというふうなところも思っております。マニアック

な質問から始めましたけども、新しい技術の利活用について、さらに御検討

を進めていただけたらというふうに思っております。 

 それでは、次の質問に移らせていただきます。２番目は介護人材の確保に

ついて質問をいたします。 

 医療、介護等福祉分野の人材不足が叫ばれて久しい状況です。さらに人口

減少社会に入り、人手不足は喫緊の課題であるというふうに思います。 

 （パネルを示す）三重県ですけども、ゼロ歳から64歳人口が2010年には

140万人、それが2025年には約120万人、2040年には100万人を切ると、いろ

いろ人口減対策をしていただいている中でございますけども、こういった想

定があると。 

 そして、それに対して65歳から74歳の人口が20万人台で横ばい、75歳以上

の人口は30万人まで増加して、その後はある程度横ばいというような状況が
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想定されています。 

 生産年齢人口が減る中で、介護の必要な世代の人口は減ることはないとい

うふうに思われます。 

 （パネルを示す）次のグラフですけども、平成22年以降、失業率が下降傾

向で推移する中、逆に有効求人倍率は上昇しております。中でも介護分野で

の有効求人倍率の上昇割合が高く、福祉、介護分野での担い手不足が顕著で

あるというふうに言えます。 

 私も地元市町の福祉の担当者や福祉、介護事業所の職員の方から話も伺っ

てきたんですけども、正規職員、臨時職員を問わず募集をかけても希望者が

いない。離職率が高い。人員が確保できても、実情は近隣市町の施設からの

転職者で地域における絶対数が増えていない。職員不足により事業を縮小、

廃止したり、委託事業の体制がとれない。ボランティアも高齢化し、会員登

録数も減少しているなど、高齢者サービス、障がい者サービス等、事業種別

に関係なく、人材の確保が非常に厳しく運営が困難な状況というのも生まれ

ているということがわかりました。 

 10月３日知事から御説明をいただきましたが、平成30年度三重県経営方針

（案）において、生産年齢人口の減少等と相まって深刻な人手不足が続いて

おり、県内の産業や医療、介護等の現場に与える影響が懸念されますという

厳しい現状認識を書き込んでいただきました。 

 また、「三重で生きる～安心を提供する医療・介護・福祉の充実」の項目

においても、介護職種の人材不足へと取り組む旨、記述いただいております。 

 また、先日の一般質問でも杉本議員が組織見直しに触れられましたが、来

年度、健康福祉部の組織見直しが行われます。全員協議会の中では、健康福

祉部を医療保健部（仮称）と子ども・福祉部（仮称）に再編するという提案

の中で、介護人材対策の強化にも対応するといった旨の答弁もあったかとい

うふうに記憶しております。 

 そこで、介護人材の確保にかかわって知事にお伺いいたします。 

 平成30年度三重県経営方針（案）に、医療、介護人材の確保について書き
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込まれた思いと現状認識も含めてお聞かせいただけたらと思います。 

 続いて、健康福祉部長に３点。介護人材の確保について、これまでの県の

取組についてお聞かせいただきたいと思います。 

 ２点目として、その取組を継続する中で、2025年までに三重県内でどれだ

けの介護人材が必要で、現状からあとどれだけ必要と想定しているのか、お

聞かせください。 

 その必要数に対応していくため、来年度、介護人材の確保を県としてどの

ように進めていこうとしているのか、今後の取組の方向性についてお聞かせ

いただきたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 平成30年度の三重県経営方針（案）に介護人材の確保を

書き込んだ思いについて御質問いただきました。 

 急速に高齢化が進み、要介護者、要支援者、一人暮らしの高齢者や認知症

高齢者の増加が見込まれる中で、介護が必要な状態となっても住みなれた地

域で暮らし続けられるよう医療、介護、予防、住まい、生活支援が切れ目な

く一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築が急務となっています。 

 県では、みえ高齢者元気・かがやきプランに基づき、特別養護老人ホーム

等の介護基盤の整備や在宅医療・介護連携の推進、認知症施策の推進などに

取り組んできておりますが、介護現場では、職員の不足感が強い状況となっ

ており、今後、地域包括ケアシステムの構築を進めていく上で、介護人材の

確保が大きな課題となっております。 

 本県では、これまでも地域包括ケアシステムを支える介護人材を確保する

ため、具体的な目標数値を定め、三重県福祉人材センターを中心に様々な取

組を進めてきたところであります。 

 それらのうち、三重県が取り組んできた地域の元気高齢者を介護助手とし

て育成する取組については、19都道府県に広がりを見せており、国からも注

目され、来年度、国においても類似の取組を実施する可能性があるとの話も
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あり、県としてもこのタイミングで全国に先駆けてさらなる取組の拡大を

図っていきたいと考えています。 

 また、現在、国では介護職員のさらなる処遇改善や報酬改定の議論が進め

られているタイミングであり、来年度からそれらが実施されることから、県

としてもそれらと相まって処遇改善を含む職場環境の改善について、来年度

も力を入れて取り組んでいく必要があると考えております。 

 このように、みえ高齢者元気・かがやきプランの新たな計画期間がスター

トする平成30年度に合わせて、介護人材の確保の取組を一層進めていかなけ

ればならない、そういう決意を込めて平成30年度三重県経営方針（案）に明

示的に書き込んだところであります。 

 また、平成30年度は医療、介護を取り巻く社会保障制度が大きく転換する

タイミングであり、県民の皆様の安心のため、万全の体制を整備する必要が

あることから、健康福祉部の再編を検討しています。この中で、喫緊の課題

である介護人材の確保については、新たに創設される医療保健部（仮称）に

おいて、ほかの介護に係る業務と総合的に推進することを検討しています。 

 また、そのような体制のもとで、これまでの取組に加えて、介護の現場で

働く人たちが安心して働けるよう、職場環境の改善や介護職に対するイメー

ジアップの取組など、新たな取組を行いたいとも考えています。 

 介護人材の確保については、新規参入の促進、介護職員の処遇改善を含め

た職場環境の改善、資質の向上の観点から総合的な対策を進めていくことが

重要と考えており、関係団体や事業者とも連携し、何よりも現場に寄り添い

ながら、より一層の推進を図ってまいります。 

   〔田中 功健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（田中 功） それでは、介護人材の確保につきまして、３点

御質問いただきました。順次お答え申し上げます。 

 まず、これまでの取組ですが、県では、不足が見込まれる介護人材を確保

するため、県福祉人材センターにおいて求職者に対する無料職業紹介やマッ

チング支援を行うとともに、新たな人材を確保、育成するため、中高生を対
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象とした介護の魅力発信や若者、シニア世代への職場体験、そして研修の支

援に取り組んでおります。 

 また、資格を持っているにもかかわらず介護職についていない潜在的有資

格者への再就職支援や、資格取得を目指す学生への修学資金の貸付も実施し

ています。 

 さらに、市町や介護関係団体等が実施します参入促進、資質向上、労働環

境の改善などの取組にも支援を行い、人材確保に向けて関係機関一丸となっ

て取り組んでいるところです。 

 次に、2025年、平成37年を見据えた上での介護人材確保に関する現状認識

でございますけれども、厚生労働省が平成27年６月に公表しました介護人材

需給推計によりますと、本県では、平成37年には３万6573人の介護人材が必

要となりまして、3604人が不足すると推計されています。 

 少子・高齢化により労働力人口が減少する中、他産業の有効求人倍率も上

昇するなど、介護人材確保の厳しい状況が今後も続くものと考えております。 

 そして、今後の取組でございますけれども、介護分野に多くの人材が参入

し、定着していただくためには、きつい、給料が低いと言われる介護の職場

環境の改善を進めるとともに、その魅力を強力に発信していくことが必要と

考えております。 

 平成30年度においては、これまでの取組に加えて、新たに職場環境の改善

に積極的に取り組んでいる介護事業所が社会的に評価される仕組みづくりや、

介護職場におけます介護助手の取組の拡大に向けた支援に取り組むことを検

討しております。 

 現在策定中の次期みえ高齢者元気・かがやきプランの中でも、しっかりと

取組方向を定め、市町や介護関係団体、介護事業所等とも、ともに汗をかき

ながら取組を一層進めてまいります。 

 以上でございます。 

   〔11番 藤根正典議員登壇〕 

○11番（藤根正典） 御答弁ありがとうございました。 



－1691－ 

 知事からも元気な高齢者が現場へ助手的な立場でも入っていただくという

ようなところの取組が全国へ広がりがあるといったようなことでありますと

か、後で触れさせていただきますけども、国が処遇改善を進めている中で、

県としてもそれにかかわって、しっかりと取り組んでいきたいというような

お話がございました。 

 組織の見直しにかかわっても、高齢者だけじゃなくて介護の必要な障がい

者の方とか、そういった方も含めて全ての介護が必要な方への人材の確保と

いったようなところを進めていきたいというようなお話でしたし、健康福祉

部長からはこれまでの取組とともに、3604人がまだあと７年、８年後には必

要、不足分が出てくると、今からその分の確保を進めていかなければならな

いといったような意味合いだったというふうに思っております。 

 平成30年度につきましては、事業所の労働環境の改善とか資質向上につい

て、優れた取組をされているところを評価されるような仕組みづくりといっ

たようなお話もありました。国のほうも処遇改善や潜在介護人材の掘り起こ

し、学生の奨学金、離職防止といったようなところで取り組んでいただいて

おります。著しい改善が進んでいるというようなところは、まだまだ難しい

のかなというふうには思いますが、こつこつ進めていただいているというふ

うに理解をしております。 

 施策122の介護の基盤整備と人材の育成・確保のところで気になるのは、

例えば活動指標で介護従事者の確保といったようなところがあって、県の指

標は、先ほど説明にありました、県福祉人材センターにおける相談・支援に

よる介護職場等への就職者数が平成28年度目標680人のところが実績は537人

にとどまっている。かなりの開きがある中で、平成29年度の目標が690人と

いったようなところで、ここらあたりの達成はどうなのかなというふうなと

ころも気になっております。今までの取組に何か工夫も要るのかなというふ

うに感じておりますが、健康福祉部長に再度お伺いしたいのは、あと７年、

８年で約１割、３万6573人に対しての3600人ですから、約１割を確保してい

かなければならないということについて、平成30年度だけではないんですけ
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ども、これから進める施策等で、この必要数を確保するという部分について

はどのような認識を持っていらっしゃるのか、お聞かせいただけたらと思い

ます。 

○健康福祉部長（田中 功） 県では、介護人材の不足をどのように解消して

いくかということで、先ほども少し御紹介しましたけれども、新たな介護職

場そのものの魅力を、イメージアップを図るような事業であるとか、あとま

た福祉コースのあります高等学校とか短期大学、大学との連携を進めていき

たいと考えております。 

 現在も平成25年度から教育機関にも御協力をいただきながら、福祉とか介

護の仕事の魅力を伝える、福祉・介護の魅力発信事業というのに取り組んで

おりまして、その中で生徒たちに将来の進路として、それから就職先として

介護職を希望してもらうため、介護現場で働く方々に来ていただいて、セミ

ナーを開催するとか、実際に福祉系の大学とかそういうところを訪問して、

いろんな模擬授業等を受けてもらうとか、そういうこともやっているところ

でございます。 

 それから、県では関係機関が連携しまして、例えば県でありますとか、三

重労働局でありますとか、ハローワークとか、事業者団体等で構成します介

護人材確保対策連携推進協議会というのを三重県福祉人材センターに設置し

ておりまして、その中には短期大学であるとか専門学校で構成されます三重

県介護福祉士養成施設協議会とか県教育委員会も加わっていただいておりま

して、その中でいろいろ情報共有も図り、連携した人材確保の対策について

の検討を進めておるところでございます。 

 今後も引き続き協議会等での活動とか新たな事業等も通じて、介護従事者

の確保に努めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔11番 藤根正典議員登壇〕 

○11番（藤根正典） ありがとうございました。 

 そういったところの施策をしていただきながら、必要数の確保を目指して
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いくというところなんだなというふうに思います。 

 介護福祉士を養成する上で中核的な立場である大学とか専門学校なんです

が、やはり定員割れが続いているというようなことも聞かせていただいてお

ります。11年連続定員が割れていて、昨年度も入学者の割合が募集数の約

46％にとどまっているというようなところもありますし、少子化の影響もあ

るでしょうが、今、御答弁いただいたように、やっぱり魅力ある職場づくり

というのが大事なんかなというふうなところは思わせていただいております。 

 （パネルを示す）これも以前、どなたかが御使用になられた資料かもわか

りませんが、現在の職場を選択した理由ということで、この理由を見ると、

待遇というよりはやはり個人の思いというか、意欲というので介護現場が支

えられているというのがよくわかります。待遇よりは個人の意識、意欲、そ

れで生活の便利さが上位に来ております。 

 （パネルを示す）もう１点は、逆に離職した方に聞くと、待遇や労働環境、

事業所のマネジメント、人間関係といったようなところが挙ってくるという

ことで、やはりそういったところの魅力ある職場づくりというのも一つ大事

なのかなということと、知事にも御答弁いただきましたけども、やっぱり国

の処遇改善がどれだけ進むのかといったようなところが、大きな鍵を握るの

かなというふうなところも思っております。 

 一定、処遇改善が進んではきておりますけども、なかなか人材確保と離職

防止のためには、まだまだ必要だというところだというふうに思いますし、

実際にその処遇改善加算を受けるためには、事務事業が煩雑であるとか利用

者負担が発生する、対象の制約がある、あるいはキャリアパス要件というよ

うなところをクリアしないといけないといった、事業所側の負担というのも

出てくるというふうにも聞いておりますので、その介護職員の処遇改善事務

について県がサポートしていただいとるというお話ですし、これからもぜひ

していただきたいと思うんですが、そのあたりのお考えをお聞かせいただけ

たらと思います。 

○健康福祉部長（田中 功） 介護職員の処遇改善を進めるために、県はどの
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ようなサポートをということでございますけれども、介護職員の確保には、

他職種との給与格差を解消するとともに、職責に応じた任用要件と賃金体系

を整備するなど、介護職員の処遇改善を進めることが非常に大事なことであ

ると考えております。 

 国におきましても介護職員処遇改善加算の創設、そして充実が図られてき

ているところでございます。 

 その処遇改善加算の状況についてでございますけれども、県が指定してい

ます事業所では、10月１日現在でございますが、いずれかの区分の加算を

とっている事業所の割合は84.7％となっております。 

 県としましても、介護団体の研修であるとか集団指導の場において、加算

を取得するための説明をもちろん行っておりますし、事業所からの個別相談

にも応じて、キャリアパスの要件を満たすための仕組みや計画書等の書類作

成に対する指導など、きめ細かに支援しているところでございます。 

 今後も各種研修会の場やホームページで周知するなど、様々な機会を通じ

て、加算制度の未活用事業所に対してはその活用をお願いしてまいります。 

 また、低い加算を取得している事業所に対しましては、より高い加算の取

得を促していくことで、介護職員の賃金改善と安定的な処遇改善のための体

制整備を支援していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔11番 藤根正典議員登壇〕 

○11番（藤根正典） 御答弁をいただきました。今までもしっかりかかわって

いただいているというところだとは思いますけども、先ほど知事からは、現

場に寄り添いながらというお言葉をいただきましたし、健康福祉部長からも

ともに汗をかいてというお言葉をいただきましたので、その姿勢を一貫して

今後とも事業所で実際に働いてみえる職員の方の汗が報われるような、そう

いった形で取組をしていただきたいなというふうに思っております。 

 昨日の新聞には、2019年10月から勤続10年以上のベテランというような条

件ですけども、政府が給与を月額約８万円増やすと、これについては障がい
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福祉分野の職員も同様にというようなところのことも載っておりました。こ

れからの話ですので、具体的なところはまだだとは思いますけども、ぜひ処

遇改善がもっと進むように県としてしっかりと事業所をサポートしていただ

いて、何が言いたいかというと、お金を出してもサービスが受けられないと

いったような未来だけは来てほしくないなというふうに思っておりますので、

よろしくお願いしたいというふうに思います。 

 次の項へ行かせていただきます。３番目として、獣害対策におけるカワウ

被害の現状と対策について質問をいたします。 

 獣害対策については、サル、ニホンジカ、イノシシ等について本議会でも

多く取り上げられてきております。今回はウを取り上げたいというふうに思

うんですけども、ウの仲間は日本に４種おりまして、カワウのみが沿岸部か

ら内陸の河川、湖沼まで広い範囲で生活し魚類を捕食しております。 

 ちなみに、ウ飼いのウはウミウだそうで、カワウではございません。 

 （パネルを示す）この写真がカワウでございます。カワウの大きな特徴は

群れで行動することです。移動や採食、休息、睡眠、そして繁殖も集団で

行っておりまして、そのため写真のようなコロニー、集団営巣地やねぐらを

つくり生活を行います。 

 1960年代までは全国的に広く生息していたようですけども、その後、高度

経済成長期に入ると、河川改修や埋め立て、有害化学物質による汚染などと

いったようなところで生息数が減少して、1978年には三重県を含めて５都県

に１カ所ずつのコロニー、3000羽ほどまで減少したというふうなところが、

その後、1980年に入ると保護、水質改善、あるいは利用可能な食物資源の増

加といったようなところで個体数が増えました。保護した結果、増え過ぎる

というような形で現在に至っております。 

 カワウの生息域の広がりというのは、アユやアマゴ、養殖魚などへの漁業

被害、コロニーによる周辺生態系や景観悪化、悪臭、木枯れによる土壌流出

などの被害など深刻な状況となってきています。 

 そこで、平成19年、2007年ですけども、環境省は鳥獣保護法に基づく狩猟
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対象とすることを決め、狩猟可能な期間と地域であれば、特別な許可なく捕

獲できるようになりました。その後、保護管理の立場から対策が進められて

きております。 

 平成18年には、三重県を含めて近畿と中部の15府県で中部近畿カワウ広域

協議会といったものが設置されてきたというふうなことも伺っております。 

 カワウに注目したわけは、実は熊野市にもコロニーがありますし、実際に

熊野川においては和歌山県側にカワウのコロニーがあります。平成20年から

保護管理についての検討が始まって、26年にはカワウの駆除が一旦行われた

ようですが、現在もコロニーがあって和歌山、三重両県の内水面関係者の放

流したアユ等を食害し被害が出ております。 

 そこで４点お伺いします。カワウの生息状況と被害の現状についてお聞か

せいただきたいのと、カワウ対策の取組内容、そして取組の難しさに対する

考え方、最後に近府県との連携によるカワウ対策についてお考えをお聞かせ

ください。よろしくお願いいたします。 

   〔岡村昌和農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（岡村昌和） それでは、カワウ被害の現状と対策についてと

いうことで、４点御質問いただきましたので、順次御答弁申し上げたいと思

います。 

 まず、生息状況と被害の状況でございます。県では、県内のカワウの生息

状況につきまして、カワウの繁殖期であり、個体数の把握に適した毎年３月

に、熊野市など17カ所でねぐら・コロニー調査を実施しておりまして、平成

28年度の調査では、県内の生息数は約2400羽というふうになっております。 

 また、被害金額につきましては、主にこれは放流した稚アユ等の被害とい

うことになりますが、平成28年度は約3600万円というふうになっております。 

 このため、県といたしましては、この調査結果を踏まえまして、県内各地

の内水面漁協が取り組む食害防止対策に支援をしておりまして、具体的には、

有害鳥獣捕獲許可に基づく散弾銃などを用いた駆除や、また河川でのテグス

やロープ張りによる飛来防止などの対策に要した経費の一部を国とともに支
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援をしているところでございます。 

 また、防止対策の効率化、省力化に向けまして、ドローンを活用した追い

払いなどの被害防止対策でありますとか、カワウの警戒心が高まらないよう、

発射音の小さい空気銃による駆除など、国等が技術開発をいたしました先進

事例を内水面漁連の研修会において情報提供しているところでございます。 

 こうした取組を内水面漁協と連携を図りながら進めました結果、県内にお

けるカワウの生息数は、平成20年度の約8500羽、これがピークであったわけ

でございますが、これから平成28年度は約2400羽と70％以上の減少をいたし

ました。 

 また、カワウの食害による被害金額は、平成21年度の約9600万円をピーク

に、平成28年度は約3600万円ということで、こちらのほうは60％以上の減少

というふうになっておりまして、これにつきましては様々な要因も関係して

いるとは思われますが、これまでの対策によりましても一定の成果も出てい

るものというふうに考えております。 

 次に、課題でございます。取組に当たっては、カワウは群れで行動いたし

まして、県域を越えて広範囲に移動するというふうな特徴を有しております

ので、稚アユの放流場所における被害防止対策だけでは限界があるのかなと

いうふうに考えておりまして、より効果的な対策を講じるためには、近隣府

県との広域的な連携を図ることが重要であるというふうに考えております。 

 このため、県境に位置する熊野川では、三重県、和歌山県、奈良県の６漁

協で構成いたします熊野川漁業協同組合連合協議会において情報共有を図る

とともに、花火による追い払い等の対策を実施しております。 

 また、平成26年度より、全国の内水面漁業者が連携いたしまして、駆除や

防除を一斉に実施するという取組も行われておりまして、本年は、４月から

５月にかけまして、県内８内水面漁協を含む全国353漁協が参加いたしまし

た。 

 さらに、県では、先ほども御紹介がありましたが、中部近畿カワウ広域協

議会におきまして、各府県における個体数調査結果の収集や分析を実施する
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など、広域的な連携を図っているというところでございます。 

 今後も関係府県と広域的な連携を図りまして、これらの情報を活用しなが

ら、カワウの保護管理のあり方や被害軽減の方策などを検討するとともに、

計画的に対策を進めることにより、内水面域の振興につなげてまいりたいと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

  〔11番 藤根正典議員登壇〕 

○11番（藤根正典） 御答弁いただきました。これまでの取組でかなりの成果

は上がっているという御報告と、それから毎年調査もやっている。散弾銃に

よる駆除やテグスやロープ張りによる飛来防止といったようなところの御説

明もありました。広域的な連携も進めているところであるというふうなこと

もお話がございました。 

 ほかにも全国的な状況を確認すると、巣の撤去であったりとか、あるいは

卵やひなを除去するといったようなところもあるようなんですけども、１点、

確認させていただきたいのは、熊野川でも漁協の協議会等で情報共有や追い

払い対策を実施してというようなことなんですが、やはりかなり大きな上の

組織なので、うまく関係者の皆さんに、それぞれの漁協とか、あるいはそこ

に所属する方のところまでは、なかなか情報も届いていないようなところも

聞かせていただいておりますし、あるいは漁協と行政が、市町も含めた行政

もかかわっていかなあかんのかなというふうに思うんですけども、そういっ

た漁協や行政が情報共有して対策を県境を越えてやっていくというようなと

ころですね。余り広い範囲じゃなくて、一つ二つのコロニーを対象にといっ

たような形ですけども、そういった取組をしていく考えというのは、農林水

産部長はどのように考えますか。おありですか。 

○農林水産部長（岡村昌和） 熊野地域もそうですし、特に県境と接している

地域につきましては、カワウ、広域的に県境を越えて移動したり、コロニー

が県外にあったりということもありますので、そういったことも含めて事務

所等も中心となりながら、広域的に他県のほうの行政、また漁業者のほうと
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も連携を図りながら取組を進めていきたいというふうに考えております。 

   〔11番 藤根正典議員登壇〕 

○11番（藤根正典） ありがとうございました。 

 なかなかやはり難しいところはあるようです。安易に銃器によって駆除し

ようとすると逃げる、コロニーを放棄させることに成功しても、残ったカワ

ウが分散して別の場所にコロニーをつくって被害が拡散するといったような

ところもあって難しい。さらには、コロニーが変わってもうまく餌をとる場

所には、執拗にそこの場所にやってくるために、なかなか被害が減らないと

いったような、難しいというお話も聞きます。 

 しかし、地道に引き続き現状把握と生息数管理、被害の縮小に取り組んで

いただきたいなというふうに思っております。 

 空気銃のお話がありましたけども、空気銃は有効的な手段だと私も思って

おりますので、ぜひ関係者の方と情報交換して保護管理を進め、被害軽減の

方策をする協議の場というのを県境を越えてもっていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

 では、最後の質問に移らせていただきます。河川災害を未然に防止する総

合的な治水対策ということで、長い題目をつけさせていただきましたが、今

年10月22日に襲来しました台風第21号がもたらした豪雨、暴風雨により、甚

大な被害を受けました。改めまして、亡くなられたお二人の方の御冥福をお

祈りしますとともに、被害に遭われた皆様にお見舞いを申し上げたいという

ふうに思います。 

 知事もずっと詰めておられたというふうに思いますけども、私も翌朝に

なって被害情報の数、深刻さを聞かされるたびに、６年前の紀伊半島大水害

というものを思い起こしたのは、間違いないことです。県当局におかれては、

被災市町の支援、伊勢市、玉城町への災害救助法の適用、知事による国への

緊急要望、農地災害への激甚災害指定の取組と、早期の補正予算の編成も含

めて、迅速な、的確な対応をしていただきましたことには感謝いたしますし、

議会としても去る11月30日に災害復旧関係の補正予算を全会一致で可決をさ
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せていただいて、この上は一日も早い事業の展開をお願いしたいというふう

に思っております。 

 今回質問ですけども、総合的な治水対策についてということで挙げさせて

いただきました。６年前の紀伊半島大水害時も熊野建設事務所管内での大き

な被害についても、本当にその後、復旧作業をしっかり取り組んでいただい

て、堤防等の河川施設の復旧や河床の土砂撤去を着実に進めていただきまし

た。 

 しかし、氾濫を起こした河川の周辺にお住みの方にとっては、台風が来る

たびに不安を感じているのも事実でございます。 

 今回の台風により床上浸水の被害を受けた紀宝町や御浜町の方や、農地へ

の土砂や流木の流入被害を受けた皆さんというのは、６年前にも同じように

厳しい被害を受けた方です。 

 神内川沿いの飯盛地区の皆さんが先月22日の被災以降、ぬれて使えなく

なった家財道具を運び出す姿というのは、実に６年間に２回目ということも

あって痛々しい限りでした。 

 相野谷川沿いの桐原や高岡、大里地区などでも、流木の流入や土砂の流入

ということで、農家の方からは、またやでという深いため息が聞かれて、や

り場のない怒りも感じられました。 

 災害が起こってからの対応は、もちろんしっかりとしていただくのは基本

なんですけども、災害が起こらないように、起こさないようにぜひ河川の状

況を把握し、そして対策をとることも重要だと思います。 

 今年７月に起きた九州の豪雨を受けて、国のほうが大量の土砂や流木の流

れ込みによる住宅施設の大きな被害に対応していかなければならないという

ことで調査をして、今、全国で中小河川２万カ所余りの調査の結果、被害が

出るおそれがある場所が700カ所あり、国土交通省は３年程度でおよそ3700

億円をかけて安全性を高める取組をするということが載っておりました。 

 つまり、災害が起こる前に対策を打っていきたいということだと思うんで

すが、そういった河川災害を未然に防止する総合的な治水対策についてのお
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考えを県土整備部長に伺いたいと思います。 

  〔水谷優兆県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（水谷優兆） 河川災害を未然に防止する総合的な治水対策に

ついての御質問をいただきました。 

 今回の台風第21号のような計画を上回る降雨による浸水被害については、

河川の状況や内水の排水対策の状況など様々な要因があると考えております。 

 河川管理者といたしましては、河川整備をまず進めることが重要であり、

現在16河川で改修工事を行っております。 

 河川改修工事は、計画水位、川幅のほか、工事の種類、施工場所や整備す

る施設の機能などを河川ごとに定めた河川整備計画に基づき実施しておりま

す。現在、次の整備に向けて神内川など４河川の計画策定に取り組んでいる

ところです。 

 例えば、神内川の整備計画では、今回の台風第21号による被害状況を踏ま

え、地元紀宝町とも協議を行いながら、有効な対策について検討していきた

いと考えております。 

 なお、河川改修事業着手までの間には、即効性のある対策として、河川堆

積土砂の撤去や樹木の伐採も実施していきたいと考えております。 

 また、施設では守りきれない洪水は必ず発生するものへと意識を変革し、

社会全体で備える水防災意識社会の再構築のため、国、県、市町が連携し、

水防災協議会を設置して、総合的な治水対策について検討を進めております。 

 この協議会において、住民の避難に資する取組として、各地域の水害対応

タイムラインの検討を進めております。また、今まで水位計が設置されてい

なかった河川についても、低コストな危機管理型水位計の設置を協議会にお

いて提案し、市町と適切な設置場所を検討していきたいと考えています。 

 以上でございます。 

  〔11番 藤根正典議員登壇〕 

○11番（藤根正典） 御答弁ありがとうございました。 

 神内川の名前も出していただきましたけども、今年６月に実は地元の方と
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一緒に危険地域も回らせていただいて、その様子については熊野建設事務所

にも要望させていただいているところなんですが、これからも砂防堰堤の計

画もあるということを聞いておりますし、複数の堰堤で土砂どめをしていた

だいたら、下流の浸水対策も進むというようなことも思っておりますので、

大きく期待をさせていただきたいなというふうに思います。 

 とにかく地域は高齢化もしておりますので、実際になりわいとして農業を

やっている方も災害に遭うたびに意欲を減退してしまうというところはござ

いますので、そういったところも含めて県土整備部と農林水産部、そして防

災対策部と連携しながら、河川をできるだけ災害を未然に防ぐ、災害が起き

ても、その被害を低減するといったようなところの取組を引き続きお願いす

ることを申し上げまして、私の一般質問を終結させていただきたいというふ

うに思います。ありがとうございました。（拍手） 

 

休          憩 

○議長（舟橋裕幸） 暫時休憩いたします。 

午後０時３分休憩 

                                    

午後１時０分開議 

 

開          議 

○副議長（水谷 隆） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（水谷 隆） 県政に対する質問を継続いたします。28番 村林 聡

議員。 

   〔28番 村林 聡議員登壇・拍手〕 

○28番（村林 聡） こんにちは。度会郡選出、自民党会派の村林聡です。 

 今回は９分割と盛りだくさんでありますので、早速質問のほうへ入らせて
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いただきたいと思います。どうかよろしくお願いいたします。 

 大きな１番として、地方創生の社会減対策についてというように置かせて

いただきました。そして、（１）人口流出対策について質問いたします。 

 まち・ひと・しごと創生総合戦略の社会減対策においては評価がＣとなっ

ており、基本目標の達成状況は厳しいわけですが、若者の定着など人口流出

への対策について、今後、どう取り組んでいかれるのかお伺いします。御答

弁、お願いいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 社会減対策、人口流出への対策についてどう取り組んで

いくかという御質問でございました。 

 三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略の社会減対策については、転出超

過数の減少を基本目標に掲げ、全庁で取組を推進しています。平成28年の実

績値は3597人となり、前年より改善したものの、総合戦略策定時に出発点と

した3000人を２年続けて大きく上回る厳しい状況が続いており、危機感を

持って取り組んでいるところであります。 

 平成28年度の検証レポートを取りまとめるに当たって、今年度、人口移動

の状況について詳細な分析を行いました。 

 結果、転出者数はほぼ一定の水準で推移していますが、転入者数は減少傾

向にあり、30歳から44歳とゼロ歳から14歳の年齢層、つまり働き盛りの世代

であり子育て世代である親とその子どもたち世代の転入の減少が大きく影響

していることが新たに確認されました。また、15歳から29歳の年齢層で、転

出が転入を上回る状況が依然として続いています。 

 こうした分析結果から、本県の社会増減に特に大きな影響を与えている要

因は、若者の都市部への進学、就職と企業における転勤等に伴う転出入だと

考えており、転出超過を減少させるためには、学ぶ場、働く場の確保や魅力

の向上が大変重要です。 

 一方、全国的な人手不足は本年に入って一層厳しさを増しており、三重県

でも中小企業を中心に深刻な状況が続いています。県内の有効求人倍率は、
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本年10月には1.68倍と高水準を維持しており、就業地別の有効求人倍率は全

国で３位となっています。 

こうした中、人口流出への対策として、これまで以上に地域社会や産業を

支える人材の育成、確保に注力していく必要があります。県内には世界にも

通用する優れた技術を有し、シェアの高い中小企業が多くありますが、そう

した企業に働く場としての魅力をさらに高めていただくとともに、県内外の

若者に広く発信していくことが重要です。 

このため、引き続き、企業における働き方改革を促進することとし、特に

人手不足が著しい分野、例えば観光業や運送業等における取組に力を入れて

いきます。また、次代の農林水産業を担う高い経営感覚を持った人材を育成

するため、みえ農業版ＭＢＡ養成塾やみえ森林・林業アカデミーの取組を進

めるほか、県内のものづくり、成長産業の振興に向け、航空宇宙産業や食関

連産業の人材育成に取り組みます。 

さらに、進学時に選ばれるよう県内高等教育機関の魅力向上を図るととも

に、課題解決型インターンシップを充実し、県内企業で働く魅力を体感して

もらうことで、内外の若者に県内定着を促していきます。 

 社会減対策の目標を達成するためには、これらの取組を含め、あらゆる施

策を総動員し、中長期の視点で着実に取組を推進していく必要があり、国や

市町、企業等と連携しながら今後もしっかりと取り組んでまいります。 

   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 あらゆる施策を総動員して、中長期的に取り組むというように御答弁いた

だきましてありがとうございます。 

 そういうことですので、ぜひ直近の傾向としては転入の減少ということが

見受けられるということですけれども、やはり中長期の傾向をしっかりと見

据えて、生まれた子どもたちが定着、定住できるような構造をつくっていく

ということを、これからもぜひしっかりと取り組んでいただきますように、

よろしくお願いいたします。 
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 続きまして、（２）として条件不利地域にしごとを創るという項目に入ら

せていただきます。 

 地方創生は県政の大きな柱です。まち・ひと・しごと創生総合戦略とあり

ますように、仕事を創生する、働く場をつくろうとしています。特に人口流

出対策、若者定住のためには、この働く場をつくるということがまず第一で

あろうと考えます。 

 であるとするならば、条件不利地域に仕事をつくるということにおいて、

雇用経済部の果たすべき役割というのは非常に大きなものがあります。 

 そこでお伺いします。条件不利地域に仕事をつくるという雇用経済部の取

組についてお聞かせください。よろしくお願いします。 

   〔村上 亘雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（村上 亘） 条件不利地域における仕事の創出について、雇

用経済部での取組についてお尋ねでございました。 

 県南部地域など条件不利地域においては、少子高齢化の進展により人口減

少が著しいなど、地域における経済活動への影響が懸念されております。 

 このため、地域資源を活用した産業の振興をはじめ地域の強みを発揮した

産業構造の形成を目指す上で、多くの就業機会やビジネスを創出することが

必要であるというふうに考えてございます。 

 雇用経済部としては、仕事をつくる視点から企業誘致の推進や創業、第二

創業支援等に取り組むとともに、仕事を増やす視点から販路開拓等への支援

を行っております。 

 加えて、仕事を守る視点から事業承継支援を通じた廃業の抑制など、市町

や関係団体と連携をしまして、地域の仕事の創出や持続的発展に努めている

ところでございます。 

 企業誘致の取組としましては、県南部地域を対象としました地域資源活用

型産業等立地補助金や、中小企業高付加価値化投資促進補助金の活用により

まして、尾鷲市内の水産加工施設の整備や、志摩市内の地域産品の販売機能

を付加した宿泊施設の整備などの設備投資を支援いたしまして、地域での雇
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用創出に取り組んでいるところでございます。 

 創業、第二創業支援や商品開発としましては、みえコミュニティ応援ファ

ンド助成金によりまして、地域の創意工夫による新たな地域資源を活用する

ビジネスや地域課題を解決するビジネスの創出を支援しておりまして、御浜

町産かんきつを使用したギフト向け新商品の開発、尾鷲市梶賀地区における

体験ダイビングの事業化、南伊勢町での亜熱帯果物のパッションフルーツ栽

培など新ビジネスの創出を支援しております。 

 販路開拓等への支援については、スタートアップ都市推進協議会を活用い

たしまして、創業間もない事業者を対象としました首都圏でのマッチングイ

ベントを12月４日に実施をいたしまして、Ｕターンして起業した紀北町の会

社が地元で水揚げされた魚を加工した離乳食の新たな販路の開拓を支援した

ところでございます。 

 また、中小企業・小規模企業振興条例に基づき設置をいたしました伊勢志

摩地域みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会の販路拡大ワーキンググ

ループの取組といたしまして、12月７日、四日市市内において伊勢志摩の食

材、加工品を売り込むために、飲食店を対象とした商談会、美味しい伊勢志

摩商談会ｉｎ四日市の開催を支援しております。 

 このほか、三重テラスにおきまして特産品の販売や２階イベントスペース

を活用した市町による特産品等のＰＲイベント開催などを通じまして、首都

圏に向けた販路開拓を支援しております。 

 引き続き、市町や関係団体等と連携をいたしまして、条件不利地域におけ

る新ビジネスの創出や販路開拓等への支援、円滑な事業承継支援など、仕事

をつくり、増やし、守る取組を推進してまいります。 

   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 取組については理解できました。ありがとうございます。新ビジネスの創

出、つくり、増やし、守るというような御答弁も先ほどいただいたところで

す。 
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 しかしながら、投資促進の優遇措置などを見せてもらっても、まだまだ規

模が大き過ぎるのではないでしょうか。もっと規模の小さいものまで対象に

しないと、条件不利地域では仕事をつくり出すことはできないのではないか

と思います。今、いろいろおっしゃっていただいたこと自体は評価できるん

ですけれども、ぜひそういう小さい規模まで対象に考えていただきたいとい

うことなんですね。 

 現在の産業振興戦略は大きくもうけようとする方向性があるように見えま

す。何でもうけて、どうやってたくさん雇用を増やすかという考え方です。

条件不利地域においては、それだけではなくて食べて行けるだけの現金収入

を確保する、定住できるだけの現金収入を確保するという観点からの仕事の

創出も必要であると考えます。もっと規模の小さいものの支援や、例えば半

農半Ｘ、これは農林水産業と現金収入を補うほかの仕事とを組み合わせると

いう考え方ですが、その組み合わせる先の仕事をつくり出すような取組をぜ

ひともお願いいたしたいと思います。産業振興戦略の改定時期は、まだ先で

あるとしても、新しい課題としてぜひとも認識して、今おっしゃったような

取組をその新しい課題を加えて、ぜひともしっかり進めていただきたいと強

く強く要望させていただきたいと、そのように思うところです。 

 それともう一つ、要望させていただきたいんですけれども、まち・ひと・

しごと創生総合戦略の中で、条件不利地域での定住につながる働く場の創出

について、雇用経済部が主体となった取組や指標が今のところないという現

状です。ですので、今のような取組をぜひ今後見えるような形で取り組んで

いただきたいと、これも重ねて御要望させていただきたいと思います。どう

かよろしくお願いいたします。 

 では、続きまして（３）へと移らせていただきたいと思います。定住の視

点からの観光の産業化というように置かせていただきました。 

 まず、観光に対する基本的な考え方を申し述べさせていただきます。 

 よく南部地域などの条件不利地域の課題の解決策として、観光が挙げられ

るわけですが、私は根本的な解決策にはならないのではないかと考えており
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ます。 

 なぜかといいますと、観光客として来ていただく皆さんに、地元の人たち

は自分の地域のことを胸を張ってお勧めできなければならないからです。つ

まり、自分の地域を何もないところだ、あるいは自分の子どもには外へ出て

いってもらいたいと考えているようでは、観光で栄えるようになるとは思え

ませんし、またそうした問題を観光で解決しようとするということは、本末

転倒になる危険があると心配してまいりました。それで、これまで余り質問

などで取り上げてこなかったんです。 

 このことを踏まえた上で、現在、県が観光の産業化に取り組んでいただい

ている中、今回、自分なりに考えた、こういう観光の産業化ならよいのでは

ないかという提案をさせていただきます。 

 まず、事例を三つ御紹介いたします。 

 一つ目は、度会町議会の主催で、町内の名所旧跡などの地域資源を回って、

歴史や文化を勉強するという機会がありました。私には、大変興味深くおも

しろかったです。 

 映写資料をお願いします。 

 （パネルを示す）議員の皆さんのお手元に配付の資料とはちょっと順番が

前後いたします。申しわけありません。 

 例えば、この立岡城です。ごく小さな山城で、丘のような感じさえするの

ですが、ごらんのように、規模に比べて防御施設の充実ぶりに驚かされます。

城主については不明なのですが、わざわざ地元の言い伝えに城主については

詮索するなとあるそうです。個人的にこれはお金を払ってもよいと思える体

験でした。 

 映写資料、ありがとうございます。 

 二つ目は南伊勢町方座浦浅間祭の前夜祭です。映写資料をお願いします。 

 （パネルを示す）男たちがごらんのような化粧をして、何か私は余り化粧

しても変わってないような気もしますが、列を組んで踊っていくんですね。 

 次の映写資料をよろしくお願いします。 
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 （パネルを示す）こうやって列を組んで市場のところまで踊っていき、踊

りが最高潮に達したところで海から盛大に花火が打ち上げられるという、こ

の祭りに参加するために帰ってくる若い人も多いという元気なお祭りであり

ます。もし受け入れてもらえるのであれば、楽しいと思うのであります。 

 映写資料、ありがとうございます。 

 三つ目は南伊勢町五カ所浦の愛洲移香斎さんと伝肥後疋田新陰流です。 

 愛洲移香斎さんのお話はこの議場で以前にしたことがありますが、簡単に

もう一度いたしますと、剣術、日本刀、刀を使う剣術の流派が日本中にたく

さんあるわけですが、それらの流派のもとをたどっていくと、最終的には三

つに絞られる、収れんすると言われています。そのうちの一つが愛洲さんの

開いた陰流なのです。その愛洲陰流は残念ながら現代には伝わっておりませ

ん。 

 しかし、愛洲陰流に最も近いんじゃないかなと思われる伝肥後疋田新陰流

というものが五カ所浦に伝っております。 

 それを私も習って稽古しているのですが、先月11月、先生から何か外務省

から頼まれて外国の人に披露することになったので来てほしいと言われたん

ですね。 

 そのときの写真がこちらです。映写資料をお願いします。 

 （パネルを示す）愛洲の館にてまず歴史の説明があり、展示資料を見ても

らって型の披露をいたしました。 

 次の映写資料をお願いします。 

 （パネルを示す）その後、うちの流派の一番基本的な型を体験してもらい

ました。正式な弟子以外の方に教えたのは初めてかもしれません。 

 後で県や町に問い合わせたところ、これは駐日各国外交団の視察だったと

かでびっくりしたんです。中に大使の方が４人ぐらいおられたということで、

うちの先生は安全な袋竹刀というものだったんですけど、これでフリーでた

たき合いをしようとしてまして、ひょっとしたら外交問題になったんじゃな

いかと冗談で思ったりもしました。人によって非常に深く理解してもらえて
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いましたので、個人的にはこれだという手応えがあったのでした。 

 映写資料、ありがとうございました。 

 この三つの事例のような体験を本物志向で提供する。 

 そして、ハイ・バリュー、ロー・インパクトで提供してはどうかと考えま

す。このハイ・バリュー、ロー・インパクトというのは、自民党会派で視察

いたしましたブータンという国において学ばせていただいた考え方です。 

 ハイ・バリューとは、ブータンの価値を認め、１日250ドル以上使ってく

れる方々にのみ来てほしいと。ロー・インパクトとは、それによって自然環

境や自国の文化などへの悪い影響を最小限にとどめるという意味です。 

 ブータンでは、こういう明確な戦略を持って観光を進めておられました。 

 本物志向プラス、ハイ・バリュー、ロー・インパクトという、このような

方向性で現金収入を補う地域の仕事をつくる、大きくもうけることはできな

くても、食べていけるだけの現金収入、定住できるだけの現金収入を得るた

めの仕事の組み合わせの一つになるのではないかという御提案でございます。 

 そこでお伺いします。私からの提案も含めて定住の観点からの観光の産業

化についての御所見はいかがでしょうか。御答弁、よろしくお願いいたしま

す。 

   〔河口瑞子雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（河口瑞子） 定住促進を図るため、地域における観光

資源や体験メニューを活用した観光の産業化に取り組み、地域住民の所得を

補えるようにすべきと考えるがという御質問について、お答えさせていただ

きます。 

 県内での定住促進を図るためには、仕事の創出や産業の育成を進めるとと

もに、働く場の魅力向上や選択肢の拡大に資する取組を進めることが必要で

す。 

 その際、三重ならではの一次産品や観光資源、歴史、文化などの優れた地

域資源を活用し、交流人口の増加を図っていく視点が重要であると考えてい

ます。 
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 一次産品を活用した仕事の創出として、例えば南伊勢町では、農林水産部

が取組を進めている農山漁村地域での子どもの体験づくりを支援する事業を

活用し、タイの餌やり体験や塩釜焼き体験を旅行商品として磨き上げ、観光

局がみえ取材相談会でメディアに紹介するなど、旅行商品の定着化に向け情

報発信の面でサポートしています。 

 さらなる魅力ある仕事の継続的な創出に向け、地域に埋もれている魅力を

発掘し、磨き上げを行うためには、地域で活躍されている方々が中心となり、

行政や観光事業者だけでなく農林水産業者や商工業者、飲食店などと連携し、

地域一体となって取り組んでいく必要があります。 

 日本版ＤＭＯでは、地域に埋もれた資源を地元のより多くの方々に参画い

ただき掘り起こしを行い、連携することにより商品化することが役割の一つ

です。 

 今後も各地域でＤＭＯ候補法人の登録に向けて支援を行うことで、地域の

稼ぐ力を高め、仕事の創出につなげていきたいと考えています。 

   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 優れた地域資源の発掘、磨き上げのためには、地域一体となって取り組む

必要がある。そのためには日本版ＤＭＯというものを進めてどうなのかと考

えておるというふうにお聞かせいただきました。 

 日本版ＤＭＯというのを現在、県は取り組まれておるのは存じ上げておる

わけでして、その先にある可能性としてそうした地域住民の所得を補うとい

う言い方をしていただきましたけれども、そういう仕事の創出もあると県と

して認識していただいとるんだなというふうに理解させていただきました。 

 そういうことでしたら、ぜひともこれから長期に見たときに、方向性、ビ

ジョンとして、そういう取組が合っているのかということを今後、日本版

ＤＭＯを進めるに当たって、ぜひそうした先を見据え、視野に入れ、意識し

ていっていただきたいとよろしくお願いいたしまして、御要望とさせていた

だきます。どうかよろしくお願いします。期待しております。 
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 では、（４）集落機能の維持に向けた市町への支援というように置かせて

いただきました。 

 地方創生における守るべき価値とは、既存の集落の中で受け継がれてきた

伝統や文化、営みそのものであると考えています。この考えは、総合戦略の

改定時に一定汲み取っていただきました。ありがとうございます。 

 そして、なぜそこに集落があるのか、なぜそこに長く人が住んできたのか

ということには意味があるのです。 

 ところがです。せっかく地域に残った若者や移住してきてくれた方々が家

を建てるときに、既存の集落の中ではなくて集落の外、幹線道路沿いなんか

を選んでしまうんですね。集落の外に家を建ててしまう理由というのは何で

すかねということで、何人かから聞きとったり意見交換もしたんですけれど

も、例えば上がってきた話としては集落の中に土地がない、現代の生活様式

に合わない、あるいは海の近くですと津波浸水予想地域外を選びたいからと

いうようなことなどなどなんですね。 

 よって、ここで提起、提案をさせていただきたいと思います。 

 農山漁村において、若者定住を実現させるためには、既存集落の再開発事

業が必要である、そのように提起いたします。 

 例えば、もともと土地が少ない漁村においては、比較的その集落の中で高

台にある、例えば２軒の空き家を買い取って１軒分の敷地として造成し直す。

漁村においては駐車場まで徒歩15分なんてことはよくあることですので、道

を広げ玄関そばまで車が入れるようにするなどです。 

 以上の提案を踏まえた上で、もう一つ申し上げます。 

 まち・ひと・しごと創生総合戦略の定住促進の項目を見ますと、県は消極

的な待ち、待っているという姿勢になっています。市や町が始めることを

待っているという姿勢だけでは、広域自治体の役割は果たせません。もっと

市や町にアイデア、知識、情報などを伝えていく積極関与、積極支援の姿勢

を打ち出すべきです。 

 それでは、お伺いいたします。県は集落機能の維持に向けてアイデア、知
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識、情報などを市や町へ伝えたり提案し、一丸となって取り組んでいくよう

な積極支援であるべきと考えますが、いかがでしょうか。 

 また、先ほど私から提案させていただきました既存集落の再開発について

検討し、必要ということであれば、県から市や町へ提案いただきたいと存じ

ますが、いかがでしょうか。御答弁、よろしくお願いいたします。 

   〔伊藤久美子地域連携部南部地域活性化局長登壇〕 

○地域連携部南部地域活性化局長（伊藤久美子） 集落機能の維持に向けた市

町への積極的な支援につきまして御質問を頂戴いたしました。 

 地域における集落は、生産活動や交流の場としてのほか、祭りなど地域の

伝統文化の継承など、その営みの中で多くの役割を果たしています。 

 一方で、過疎地域等の多くの集落では、人口減少と高齢化の進展により、

集落機能が急速に低下していることから若者の地域への定着を図るなど、集

落を維持、活性化するための取組が非常に重要となっております。 

 県では、過疎地域等において、市町が行う住民の身近な生活課題を解決す

るための取組や集落の活性化に資する取組について支援を行っております。 

 例えば、昨年度は南伊勢町における伝統行事継承の取組に参画し、集落の

ネットワーク化の支援を行いました。今年度は地域活性化支援補助金を活用

し、度会町の登山道の整備など複数集落が連携した交流人口の拡大を図る取

組に対して支援を行っております。 

 また、南部地域活性化基金を活用し、働く場の確保や若者の移住、定住の

促進等地域活性化に向けた市町の取組を支援しております。市町の事業に県

も参加し支援したほか、県と南部地域13市町の企画担当者による会議を今年

度は毎月開催し、情報共有や意見交換を継続的に回数を増やして行うことで、

集落機能の維持も含めた地域の課題について検討を深め、次年度の新たな事

業提案につなげました。 

 集落機能の維持に向けては、地域により状況が異なることから様々な方策

を考えるとともに、市町の意向や主体的な取組を尊重することが重要と考え

ております。市町との会議等の場を通じまして、議員からいただいた御提案
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を検討させていただき、また新しいアイデアを提案するとともに、各地の先

進事例や国の支援制度等について情報提供し、それぞれの市町の状況に合わ

せて方策をともに考えるなど、引き続き市町に寄り添って積極的な支援を

行ってまいりたいと考えております。 

   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 集落は祭りなど営みの中で大変役割を果たしていて、取組は重要であると。

市町との担当者の会議も毎月行っているし、これからも私の提案なども含め

て検討して、しっかり緊密に連携していってくださると、積極支援をしてい

ただけるという大変ありがたい御答弁でした。ありがとうございました。ぜ

ひそのようにこれからも、そして今のような、なかなか私の提案はハード整

備の部分でもありますので、すぐに一朝一夕にということでは難しいかもし

れませんが、その大変なハードルを市町と一緒に例えば突破していく、その

ためにもし国のほうに何か要望することがあるんでしたら、ぜひ一丸となっ

て取り組んでいただきますように、どうかよろしくお願いいたします。本当

にありがとうございます。 

 以上で大きな１番を終わらせていただきまして、大きな２番、小規模県立

高等学校の活性化取組を活かすためにという項目へ入らせていただきます。 

 ある地域で、その地域の人材を育成できなかったとしたら、その地域に果

たして未来はあるのかという、こういう思いでこれまで小規模な県立高校を

残せるようにと取り組んでまいりました。昨年度は教育警察常任委員会の委

員長も務めさせていただきました。 

 そうした中で策定いただきました新しい県立高等学校活性化計画について

は、大変高く評価しております。本当にありがとうございました。 

 これの要点を一言でいうと、規模の小さな高校であっても地域とともに活

性化に取り組むことで、残ることのできる道が開かれたということであると

理解しております。現在、各地域の活性化協議会において、その高校へ進学

を希望する生徒を増やそうと一生懸命取り組んでいただいている状況であり
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ますが、このまま順調に生徒が増えますと、前期入試で不合格としなければ

ならない事態も想定されます。 

 そこでお伺いいたします。まず、小規模校活性化取組の現状をお聞かせく

ださい。 

 また、活性化に取り組んでいる小規模校限定の話として、進学希望の生徒

が増えた場合、その希望を生かせるような進路を実現できるような方策をぜ

ひとも御検討いただきたいと考えますが、御所見はいかがでしょうか。御答

弁よろしくお願いいたします。 

   〔廣田恵子教育長登壇〕 

○教育長（廣田恵子） まず、小規模校活性化の取組の現状、それから活性化

の取組によって入学希望者が増えた場合に、その希望を実現するためにどう

したらよいのかというような御質問でございます。 

 小規模校の活性化については、今年３月に策定した県立高等学校活性化計

画に基づき、１学年３学級以下の学校に協議会を設置し、地元の市町や産業

界等の関係者、小中学校関係者、保護者等の協力を得て、学校ごとに活性化

プランを策定しました。 

 これらの活性化プランに基づき、子どもたちの状況や地域のニーズを踏ま

え、少人数の特性を生かして学力や社会性の定着、多様な生徒の進路実現を

図るとともに、学校の魅力の発信につながるよう取組を進めています。 

 具体的には、生徒の進路実現に向けた地域の支援による進学対策や英会話

等の補充学習、就職支援相談員の配置等の就職に向けた体制の整備、それか

ら観光や一次産業、福祉など地域や学校の特色を生かした長期インターン

シップの実施、学校独自のコースや科目の設定、それから高校生が地域の行

事や小中学校の活動に参加したり、学校の取組や生徒の学ぶ姿を市町の広報

紙で特集を組むなど、そのような魅力発信を行っております。 

 今後、各学校の活性化プランに基づき、活性化の取組をさらに進めていく

とともに、入学者選抜における前期と後期のそれぞれの募集割合については、

地域や学校の状況を踏まえ、受検機会の保障に配慮しつつ検討していきたい
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と考えております。 

   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 検討していただけるということですので、ぜひよろしくお願いします。あ

りがとうございます。 

 では、大きな３番、防災・減災についてへ移りたいと思います。（１）津

波避難経路の検証というように置かせていただきました。 

 私は海辺の集落に住んでいます。県のＭｙまっぷランの取組だと思うんで

すけれども、何度も集落内でワークショップを開いていただきまして、それ

に私も一住民として参加させていただいて、地図上で最寄りの高台までの避

難経路を三つ考えたりいたしました。これは地域住民の津波避難意識を高め

る上で非常によい取組だと評価しております。 

 しかし、実はいまだに自分が助かるという自信が持てずにいるんですね。 

 といいますのは、自分で三つ考えた避難経路のそれぞれがどれほど安全な

のか、あるいは危険なのかを判定したり、点検したりするという機会がない

からなんです。 

 そこでお伺いします。津波からの避難について、Ｍｙまっぷランによる津

波避難計画の有効性を点検、検証する機会を設けることができるよう、県の

積極的な支援が必要ではないかと考えますが、御所見はいかがでしょうか。

御答弁、よろしくお願いいたします。 

   〔福井敏人防災対策部長登壇〕 

○防災対策部長（福井敏人） Ｍｙまっぷランによる津波避難経路の検証につ

いての御質問であります。お答えをいたします。 

 Ｍｙまっぷランを核とした津波避難に関する三重県モデルは、住民一人ひ

とりが自らの命を守るための避難行動を考えることから始め、議員からも御

紹介をいただいたところでありますが、タウンウォッチングやワークショッ

プによる話し合い、さらには訓練を通じて住民主体による地域全体の津波避

難計画づくりにつなげていこうとするものであります。 
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 計画づくりのプロセスでは、避難場所、避難経路のほか、避難経路上の危

険な場所や、避難に当たって住民が不安に感じることについて住民同士が共

有をするとともに、家屋の倒壊や土砂崩壊のおそれがある箇所について複数

経路を設定するなど、想定される様々なリスクヘの対応を検討することとし

ております。 

 こうした取組により策定された津波避難計画は、作成後も訓練を重ねまし

て、また、実際の災害による教訓などを踏まえ、点検と見直しを絶えず行っ

ていくことが重要であり、地域住民と市町、県が一体となって取組を進めて

いくことが必要であるというふうに考えております。 

 このため、みえ防災・減災センターの教員や県の防災技術指導員が市町と

連携をし、津波避難計画の作成とともに、作成後の点検、見直しについても

支援をしていくこととしております。 

 今後は、市町等で行う避難訓練において、センターが育成をいたしました

みえ防災コーディネーターなどの防災人材の参画を促し、Ｍｙまっぷランに

よる津波避難経路の点検、検証を行うなど、地域の安全・安心が一層高まる

よう取り組んでまいりたいと考えております。 

   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 点検・見直しは重要ですし、防災コーディネーターがこれから支援して

いっていただけるという御答弁でした。本当にありがとうございます。 

 例えばですけども、町が実施するような避難訓練のときに、前もって防災

コーディネーターが、この道というのは崩れる場合もあるんじゃないかなと

いうのは先に想定していただいたら、避難訓練の当日に、例えばここは今、

崩れて通れませんよという看板が立っとったり、どなたか人がおってほかの

道へ回ってくださいとかというようなことがあると、それぞれが自分で考え

て、またそういう高度な訓練を積むことで点検、検証につながるのかなと思

いますので、そういうようなことも御提案としてまた考えていただければな

と、よろしくお願いします。 
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 先ほど安全・安心につなげるということまで言っていただきましたけれど

も、おっしゃるとおり、私も地域に住み続けられるようにするためには、安

心まで行かなければいけないというふうに考えておりまして、ぜひ今後とも

どうぞよろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

 （２）のほうへ移らせていただきます。台風時の降水量と潮位についてと

いうように置かせていただきました。 

 まず、さきの台風で被災されました皆様方に心よりお見舞い申し上げます。 

 私は海辺の集落に住んでおるんですけれども、さきの台風のときに、すご

く潮位が高いなというふうに見ていました。堤防越しに見えている船の位置

がすごく高いなと感じておりました。 

 報道によりますと、黒潮の蛇行でありますとか大潮の時期に重なったであ

りますとか、非常に勢力の強い低気圧だったからとか、低い気圧だったから、

満潮時間も重なったからなどというような原因があるというふうに聞いてお

ります。 

 それで、素人ながら思ったんですけれども、これだけ海のほうが高いと、

川の水の流れていく先がなくなるんじゃないかなと。それで、河川の本川の

水位が高くなれば、河川の支川のほうでも水の流れる先がなくなって水位が

高くなるんじゃないかなと。 

 事実、スケールは小さいですけど、以前の台風のときに、私に住んでいる

集落で、そういう浸水の仕方をした住宅がありました。 

 これまで風水害対策というと、主に降水量に着目してきたように思うんで

すけれども、これからは降水量だけ、潮位だけというのではなく、降水量と

潮位というこの二つはもっと関連づけて考えるべきなのではないかと感じた

次第なのです。 

 そこでお伺いします。これからの風水害対策においては、雨量だけではな

く潮位との関係にも着目して災害対策活動につなげるべきではないかと考え

ますが、御所見はいかがでしょうか。御答弁よろしくお願いします。 

   〔福井敏人防災対策部長登壇〕 
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○防災対策部長（福井敏人） 風水害対策において降水量だけでなく、潮位に

も着目して災害対策活動を行う必要があるのではないかとの御質問でござい

ます。お答えをいたします。 

 議員からも御紹介がございましたが、高潮は発達した低気圧などに伴い、

気圧が下がり海面が吸い上げられ、また、強風により海水が海岸に吹き寄せ

られることから潮位が上昇する現象でありまして、満潮時と台風接近が重

なった場合、浸水の危険性が一層高くなります。 

 台風第21号は、10月22日の夜遅くに本県に最接近しましたが、県内各地の

降雨がピークを迎える中、満潮の時刻も重なることが想定される状況であり

ました。 

 このため、気象台等からの情報を踏まえ、災害対策本部を設置する前の早

い段階から市町に対し、高潮に備え、海岸の水門、陸閘等の操作を迅速かつ

的確に実施していただくよう依頼をしたところであります。 

 また、県民の方々に対しましては、防災みえのホームページやツイッター

を通じて情報提供を行っておりますが、台風第21号におきましては、高潮へ

の警戒が必要と判断をいたしまして、ツイッターによる注意喚起を７回実施

したところであります。 

 このほか、河川水位に関するものや早めの避難行動を促すものなど、様々

な情報を76回にわたってツイートをしたところであります。 

 今後の対応でありますが、防災・減災活動を時系列に整理した三重県版タ

イムラインについて、本年度中の策定を目指しており、潮位情報の収集や高

潮に備えた水門、陸閘の閉鎖等の事前対策についても、行動項目とすること

を検討いたしております。 

 さらに、来年度は三重県版タイムラインを踏まえまして、市町ごとのタイ

ムラインの策定を働きかけることとしており、その中で洪水土砂災害対策と

ともに、高潮対策についても記載されるよう市町と議論を進めてまいりたい

と考えております。 

 以上であります。 
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   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁いただきました。ありがとうございます。 

 今後、潮位に着目した高潮のためのそういう行動計画、行動項目というの

をタイムラインに入れていってもらえるということで、それ自体は大きな一

歩であると思います。どうぞよろしくお願いします。 

 ただ、まだわからないのかもしれませんけど、今、申し上げましたような

雨量と潮位の関係についても、今後研究いただければというふうに思います

ので、御検討、御研究いただければと思います。どうぞよろしくお願いしま

す。 

 今、今後、タイムラインを市や町にも水平展開していくという御答弁も

あったと思うんですけども、これまで災害の多かった市や町にはそれなりの

ノウハウが何か蓄積されているように感じるんですね。それに比べて、むし

ろこれまで災害の少なかった市や町、あるいは災害と無縁と思われているよ

うな市や町にこそ、ぜひ積極的に働きかけて、こうしたタイムラインの取組

を展開いただきますように、どうぞよろしくお願いいたします。御要望いた

します。 

 では、続いて大きな４番へ入ります。新型インフルエンザや新たな感染症

への備えというように置かせていただきました。 

 政治の基本は人の命を守ることです。先ほど防災・減災について質問いた

しましたが、地震、津波、台風などの自然災害のほかに、たくさんの人の命

が失われかねない現実的な災厄としては疫病が考えられます。 

 そこで質問させていただきます。新型インフルエンザや新たな感染症への

備えについては、現状どうなっておりますでしょうか。お聞かせください。 

   〔田中 功健康福祉部長登壇〕 

○健康福祉部長（田中 功） 新型インフルエンザ等の新たな感染症の患者が

発生した場合の対応につきまして、県はどのような準備をしているのかにつ

いてお答え申し上げます。 

 感染症が発生した場合、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
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する法律、いわゆる感染症法や予防接種法、検疫法等の感染症対策関連の法

律に基づきまして対応することとしております。 

 新型インフルエンザが発生した場合については、感染症対策関連の法律に

加え、新型インフルエンザ等対策特別措置法、いわゆる特措法に基づき、国

等と連携して対応することとなります。 

 また、新たな感染症についても、感染症法に規定されている新感染症に該

当し、全国的かつ急速な蔓延のおそれがある場合には、新型インフルエンザ

と同様、特措法に基づき対応することとなっております。 

 県では、新型インフルエンザ等の発生に備え、特措法の規定により、平成

25年11月に三重県新型インフルエンザ等対策行動計画を策定したところでご

ざいます。 

 本計画では、発生の段階を未発生期、県内未発生期、県内発生早期、県内

感染期、小康期の５段階に分けまして、それぞれの段階においてとるべき対

応を定めております。 

 未発生期の現時点では、市町や医療機関等の関係機関と連携した訓練の実

施、医療体制の整備、抗ウイルス薬や防護服の備蓄等の対策を行っておりま

す。 

 県内において患者が発生した場合である県内発生早期では、患者の感染症

指定医療機関等への入院措置、同居者等の濃厚接触者への外出自粛要請や健

康観察、県民や事業者等への感染予防実施の要請など、感染拡大防止のため

の対策を行います。 

 その後の県内感染期では、ワクチン接種の実施や備蓄した抗ウイルス薬の

活用等により、県民の健康、生活及び経済への影響を最小限に抑えるための

対策を行うこととしております。 

 今後も、新型インフルエンザ等の新たな感染症の発生に備え、発生時に迅

速かつ適切な対応がとれるよう、関係機関と連携した訓練の実施や抗ウイル

ス薬の備蓄等の対策を継続してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 
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   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 基本的には法律に基づいて対応すると。非常に蔓延等の早い新型の病気が

発生した場合には、新型インフルエンザ等の特措法の中で準用することもで

きるというような御答弁であったかと、そういうふうに理解させていただき

ました。聞くところによりますと、この新型インフルエンザ等の特措法のほ

うには優先接種の規定があるそうですね。医療関係者でありますとか生活イ

ンフラ、ライフラインなどを担っていただくような方々に、そういう優先的

にワクチンなどを接種する規定があるというふうに聞いております。準用で

きるということなので少し安心しましたが、今後ともぜひ新型インフルエン

ザ等の新たな感染症への対策を引き続きよろしくお願いいたします。 

 今後、さらに東京オリンピック・パラリンピックの開催などによって、海

外から感染症が流入、発生するリスクが高まることが予想されます。また、

オリンピック等の国際的なイベントでは、バイオテロに備えた感染症対策も

重要だと考えます。 

 県におかれましては、今後、国とも連携し、バイオテロ等への対応も含め

感染症対策のさらなる充実をよろしくお願いいたします。ありがとうござい

ます。 

 では、最後の項目なんですけれども、大きな５番、がん検診の質の確保の

質問へ入ります。 

 これは報道で見たんですけれども、青森県でがん検診の見落とし率が高い

のではないかという記事がありました。このがん検診の見落とし率というも

のについては議論のあるところのようですので深くは触れません。どうやら

この問題の本質は、国の定める手順や基準のとおりに、がん検診が行われて

いるのかどうかということのようです。 

 そこでお伺いします。県内のがん検診について、国の定める手順や基準の

とおりに行われているのでしょうか。現状や課題についてお聞かせてくださ

い。御答弁よろしくお願いします。 



－1723－ 

   〔松田克己健康福祉部医療対策局長登壇〕 

○健康福祉部医療対策局長（松田克己） がん検診の質の確保についての御質

問でございます。本県の現状と課題につきまして御答弁申し上げます。 

 がん検診について、国はがん検診の質を確保するために、先ほど議員から

御紹介ありましたように、詳細な検査手順や基準を示しております。その中

で具体的には、例えば検査業務の実施下におきましては、胸部エックス線写

真の２名以上の医師による読影でありますとか、あるいは市町におきまして

は受診者の情報管理や、精密検査が必要な者への受診勧奨などの具体的な項

目をまとめております。 

 そういう内容が示されておりますけれども、市町におきましては検診業務

を実施機関に委託するに当たりましては、これらを明記した仕様書に基づき、

実施されることが大変重要となってまいります。 

 本県では、市町や検診実施機関が検診の質を確保するために必要となる項

目をまとめたチェックリストを作成しておりまして、毎年度調査を実施して

おります。調査結果につきましては、がん検診の精度の向上を図るために設

置いたしました三重県がん検診精度管理検討委員会におきまして、評価、検

討の上、その結果を公表するとともに、評価の低い市町や検診実施機関に対

しましては指導、助言を行っているところでございます。 

 先ほど青森県の事例の御紹介がございましたけれども、平成29年９月に公

表されました国立がん研究センターの調査によりますと、検査手順などにつ

きまして、国が示しております項目を実施機関に対する委託の中の仕様書に

明記した市区町村の割合は本県では80％と。しかし、全国の平均は約45％と

いうことで低くなっておりまして、本県は高くなっております。 

 そういった現状でございますけども、一方で市町の取組状況にはばらつき

があることから、市町担当者会議におきまして、検診の質の確保に向けた取

組の情報共有を図るなど、今後も引き続き、市町の適切ながん検診の実施を

支援してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 
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   〔28番 村林 聡議員登壇〕 

○28番（村林 聡） 御答弁ありがとうございます。 

 そのチェックリストをつくって実施してもらっとるということで、三重県

は全国平均よりきちんと実施している率が高いという御答弁であったと思い

ます。 

 また、市町にはばらつきがどうもあるという御答弁でしたけれども、ぜひ

そういうふうに県内の評価にばらつきがあるということですと、がん検診の

質のばらつきがあるということになってしまいかねませんので、ぜひそうい

う低い市や町、またひょっとすると規模の小さい市や町なんかがこういうも

のを実施するのが難しいかもしれませんので、そういう市や町については特

に丁寧な支援を行うことによって、がん検診の質の確保に努めていただきま

すよう、どうぞよろしくお願いします。御要望させていただきます。 

 予定していた質問は全部終わりまして、９分割もしてかなり濃密に議論さ

せていただいたつもりなのですが、毎回少し余るということなんですが、

せっかくの質問の機会ですので、結びに余談を申し上げさせていただいても

よろしいでしょうか。少しリラックスしていただいて。 

 モーガン・フリーマンさんという人がいますね。モーガン・フリーマンさ

んの「時空を超えて」というテレビ番組がＥテレにあります。毎回、ややオ

カルトチックなテーマをもとにして、しかしながら最先端の科学の専門家が

様々な学説や見方を提供してくれるという番組です。 

 その中で宇宙が一つの大きな生命体であるという考え方がありました。 

 また、その考えからすると、海も一つの大きな生命体とみなすことができ

るんだそうです。拍動、鼓動は1000年に１回、北極と南極の水が入れかわる

ときだそうです。 

 そうすると、実は都市、大都市も生命体と見ることができるそうです。都

市の拍動は朝と晩、１日２回、通勤通学ラッシュということになるんだそう

です。 

 ここからは勝手に私が考えたことなんですけど、大都市が生き物だとする
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と、こいつは人、人間を食べるなあと。大都市は出生率が低いわけですから、

ゆっくりとですけれども、中の人は消化されていってしまいます。そして、

お金を排せつするなあと。そのお金にまた人が誘われてという循環のさまは、

まるで食虫植物のようであるなというように私には感じられました。そして、

この日本の大都市はついに地方を食い尽くして、これからは外国の人々まで

食べようとしているんじゃないかなと。この巨大生物を我々は制御しなけれ

ばならないんだなと。知事は立ち向かわなければならないという言葉を使っ

ていただいたことがありますけれども、人口減少社会にですね、からなんだ

なというふうに感じてました。 

 余談なんですけれども、今回は、あるいは今回もかもしれませんけれども、

そのための質問にたくさん時間を費やしたつもりであります。どうぞ皆さん、

これからも取組のほうをしっかりよろしくお願い申し上げまして、私の質問

を終結させていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（水谷 隆） 36番 舘 直人議員。 

   〔36番 舘 直人議員登壇・拍手〕 

○36番（舘 直人） 失礼をいたします。三重郡選挙区から選出をいただいて

おります。会派新政みえの舘直人でございます。 

 本定例月会議の一般質問、最後の質問者となりました。インスタ映えはい

たしませんし、ゴルフでいえばブービーメーカーでございます。22日の全員

協議会のときに、知事のほうから寸どめをいただいたお約束の項目を入れて

ございます。 

 そして、１番の質問が終わるまで残り35分で仕上げたいなと、こう思って

おりますので、当局はもちろんのこと、水谷副議長においても、よろしくそ

んたくいただけますようにお願いをいたします。 

 お許しをいただきましたので、早速に質問をさせていただこうと思います。

大きく一つ目がスポーツの推進ということでございまして、その１がスポー

ツイヤー５年間の取組についてお伺いをいたします。 

 今年もはや師走に入りまして気ぜわしい時期となってまいりましたけれど
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も、そこで今年の我が県のスポーツ界、これを振り返ってみますと、レスリ

ング世界選手権でありますとかユニバーシアード、サッカーワールドカップ

予選など、世界での大会はもちろんのことでありますけれども、国内の大会、

大規模大会等々で、まさに晴れのひのき舞台で、三重県出身の大勢の選手た

ちが大活躍をしていただいたのは記憶に新しいところであります。まさに、

私ども県民に勇気、夢、希望、元気、そして感動を与えてくれた年だなと、

こう思っております。 

 また、こうした選手たちの大活躍に加えまして、県営陸上競技場であった

りサオリーナなど施設整備が完了もしてまいりましたし、さらには今、四日

市市のほうで中央緑地新体育館、これが施設整備工事が進んでいるというこ

とで、まさに鈴木知事が宣言されたスポーツイヤー元年というのは、順調な

スタートを切ったのではないかなと、このように私は感じているところであ

ります。 

 さて、来年はいよいよ全国高等学校総合体育大会、インターハイでありま

すとかボッチャの世界大会が、さらにその先には全国中学校体育大会、そし

て三重とこわか国体と三重とこわか大会などの本県を主会場とする大規模大

会が控えているところであります。 

 そのような中、インターハイは、来年の７月から８月にかけて開催をされ

ますけれども、そのＰＲ、また機運醸成などなどには、高校生たちによりま

す三重県高校生活動委員会、これを設立されて、まさに高校生が中心となっ

てそれらの取組に積極的に頑張っていただいているところであります。 

 私も先般鈴鹿市でありました世界柔道選手権３連覇、バルセロナオリン

ピック銀メダリストの小川直也さんを迎えて開催されたインターハイ300日

前イベントに参加させていただきました。その高校生たちが、する、みる、

支える、その立場を超えて、まさにインターハイは自分たちの大会なんだ、

こんな純粋で真剣な取組に感動もしたところであります。 

 また、国体をはじめとする他の大会に向けても、関係者の皆さんが大会準

備や競技力の向上など、様々な取組に格段の御尽力をいただいておりますこ
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とに対し、心から敬意を表し、感謝をする次第であります。 

 今後は、特に国体の大会運営のための募金、また企業の協賛、そして、開

催等の周知のための広報活動などの取組をどのように進めるかということが

極めて重要なことである、このように考えます。 

 さらに、この間に開催されます東京オリンピック・パラリンピックやラグ

ビーワールドカップ日本大会に向けたキャンプ地の誘致、このことも機運醸

成の取組とともに、もう既に全国各地でし烈な誘致合戦なども始まっている

というふうに聞くところでありまして、これらの大規模大会を契機とした地

域の活性化や人材育成等も今後の課題であります。 

 そこで、まずお伺いをいたしますけれども、スポーツイヤー５年間におけ

ます、今、申し上げたようなことへの取組等の現状と対応方針などの考え方、

思いについて、村木スポーツ推進局長と廣田教育長にお伺いをいたします。

よろしくお願いします。 

   〔村木輝行地域連携部スポーツ推進局長登壇〕 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） スポーツ推進の取組の現状と今

後についてということでございます。 

 今年からの５年間を本県スポーツ推進の重要な期間と位置づけ、様々な取

組を進めておるところでございます。その中でも、三重とこわか国体・三重

とこわか大会の成功と三重県選手の活躍に向けて、現在、競技力の向上や大

会準備等の取組を加速させているところでございます。 

 競技力の向上につきましては、先般の愛媛国体での男女総合成績が27位と

なり、目標の10位台を確保できませんでしたが、本県選手は大変健闘をし、

手応えも確実に感じているところでございます。今回の成績を踏まえて、こ

れまでの取組の成果や課題について、有識者等の意見も聞きながら今後の対

策について検討をしているところでございます。 

 三重とこわか国体の準備につきましては、県内の全ての市町で競技を開催

していただくこととなっております。 

 また、県民の皆さんに大会を支えていただく取組の一つとして、募金・企
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業協賛基本方針を策定し、来年８月のスタートに向けて準備を進めていると

ころでございます。 

 さらに、広報でございますけども、広報ボランティアの皆さんとともに積

極的な広報活動を行っておりますが、先日、国体イメージソングを歌ってい

ただく歌唱者を松阪市出身の野田愛実さんに決定をして、知事から委嘱させ

ていただいたところです。今後は、この野田さんの歌声で県内各地でイメー

ジソングが広がっていくことと期待をしております。 

 これらの取組のほか、大きなチャンスとなりますのは、間近に迫りました

東京オリンピック・パラリンピックとラグビーワールドカップ日本大会でご

ざいます。 

 これらのキャンプ地誘致につきましては、県民のスポーツヘの関心を高め

るとともに、人と人、文化と文化がつながる絶好の機会と考えており、国や

組織委員会に対して県内への誘致を強く働きかけるとともに、関係市町と連

携し、スピード感を持って取り組んでおります。 

 また、来年９月には東京オリンピック・パラリンピックのフラッグが本県

にやってまいりますので、こうした機会に多くの県民の皆さんに関心を持っ

ていただけるようなイベントを企画したいと考えておるところでございます。 

 これらの取組を通じてでございますが、三重の将来を担う人材が育成され、

地域が活性化していくことを目指しております。そのための指針として明確

にさせていただいておりますのが、三重県スポーツ推進条例の規定に基づい

て策定しております三重県スポーツ推進計画であります。 

 引き続き、計画に基づいた取組を進めるとともに、計画期間が平成30年度

までとなっておりますので、平成31年度以降の取組について来年度しっかり

と議論をさせていただいて、改善すべき点や新たに必要となる取組等を次期

計画に反映させていきたいと、このように考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

   〔廣田恵子教育長登壇〕 

○教育長（廣田恵子） インターハイに向けた取組の現状と今後、それから大
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会への思いについての御質問でございます。 

 全国高等学校総合体育大会、インターハイは、高校生最大のスポーツの祭

典で、来年７月26日から８月20日まで三重県を中心に東海ブロックで開催さ

れます。 

 本県で開催される15の各競技種目別大会については、会場地８市町実行委

員会と連携し、選手が十分に力を発揮してプレーできる環境の整備や宿泊先

の確保を進めています。８月１日に県営サンアリーナで行う総合開会式につ

いては、構成や内容もほぼ固まり、練習を始めているところです。また、県

内の農業高校の生徒たちがマリーゴールドやサルビアの試験栽培をするなど、

会場を彩る準備を進めています。 

 高校生たちは、このほかにも支える立場から積極的に準備やＰＲにかか

わっており、県内３カ所で実施した300日前イベントやカウントダウンボー

ドの制作などに取り組んできました。 

 今後も高校生がイベントやケーブルテレビ、ＦＭラジオなどで大会をＰＲ

するとともに、選手、監督、役員１万8000人にお渡しする記念品、伊賀組み

ひものミサンガの準備を進めていきます。 

 また、県教育委員会において、県内企業、団体を訪問し、大会公式ポス

ターや啓発グッズなどによるＰＲの依頼を行うとともに、高校生活動への支

援について寄附のお願いをし、賛同を得てきているところです。 

 34万人と見込まれる来県者を温かくお迎えするため、伊勢志摩サミットや

ジュニア・サミット、お伊勢さん菓子博の開催を通じて得られたノウハウも

生かして、様々な主体が力を合わせ県挙げての取組となるよう、一層の機運

の醸成に努めていきます。 

 インターハイは、本県の５年間にわたるスポーツイヤーにおいても大きな

位置づけとなる大会であり、市町や関係団体などオール三重の力を結集し、

選手にとっては記憶に残る、応援など来県する方にとっては、また、三重に

行きたいと思ってもらえるような大会にしたいと考えております。 

   〔36番 舘 直人議員登壇〕 
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○36番（舘 直人） ありがとうございます。 

 インターハイについては、高校生自身は自分が高校生のときに三重県で

あったんやということがありますし、いろいろなことにかかわっていただく

ことによって、それが充実したものであればあるほど自分の宝物になるのか

なと。そして、今度、国体を迎えるということですので、積極的な支援の手

を差し伸べてやってほしいなと思いますし、また、インターハイは終わって

いませんけど、次は全国中学校体育大会もあるわけでありますから、この経

験を生かしていっていただきたい、心からお願いをしたいと思います。 

 全体の状況で今、どのように進んでいるかということがよく承知ができた

というふうに思います。お二人の中でお話がありましたけれども、特に私が

重要やと考えておるのが国体開催に向けた募金と企業協賛と、そしてキャン

プ地の誘致だと、このように思います。 

 国体募金と企業の協賛ということで、またお願いすることばかりでありま

すけれども、大会を安定的に運営するということ、県民の皆さんが一体と

なって支えていただく、その意味からも重要な取組だというふうに考えます。 

 そこで、募金でありますけど、これも募金もただ単によろしくお願いしま

すというふうにお願いしても、しっかりとした根拠等をもとに目標額を定め

ていくことも必要なんだろう。真剣にお願いしなければ、到底これが実現す

ることはないと、こう思いますし、その目標額の設定はどうするか、いろい

ろな課題、問題があると思います。 

 また、企業協賛をいただくのも、これもどうやって進めていくかというこ

と、見通しはどうか、いろいろなことを聞きたいわけでありますけれども、

これについては、また基本計画を今策定中だというふうにも聞いているとこ

ろでもありますので、今、その取組状況はどうなっているのか、まずお伺い

をしたいということと、あわせて東京オリンピック・パラリンピックやら、

今おっしゃっていただいたラグビーワールドカップのキャンプ地の誘致であ

りますけれども、その成果は本当に県にとっても大きなチャンスになってく

るものであります。 
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 市町と連携して、スピード感をもって対応するようなお話でございました

けども、では、具体的にどこへどのように、また勝算はあるのか、またどの

ような成果を期待しているのか、このキャンプ地の誘致について実現に向け

ての方策、これを伺いたいと思います。 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） まず、国体の募金、企業協賛の

取組についてでございますが、先ほど申し上げましたように、来年８月から

この活動をスタートさせたいと、こう考えておるわけでございます。まずこ

れの人でございますけども、県外から訪れる選手等をおもてなしの心で温か

く迎える県民運動や、三重県選手の競技力の向上など多岐にわたっての使途

が考えられるのかなと、こんなふうに考えております。 

 また、目標金額につきましても、本県より先に国体を開催いたしますそれ

ぞれの先催県におきましては、募金、企業協賛合わせて５億円程度というふ

うな状況になっておりますので、これら各県の取組状況も参考にしながら、

今後、国体準備委員会で検討していきたいと、このように考えておるところ

でございます。 

 あわせて、多くの県民の皆さんに御理解と御協力をいただけるよう、取組

を進めてまいります。 

 ２点目のキャンプ地でございますけども、これまで大使館であるとか、

様々なルートでＰＲも行ってきたところでございますが、本年９月には知事

のカナダミッションでトップセールスを実施していただいております。これ

を契機に、まずは本県へ視察に来てもらえるよう、カナダの各競技団体への

働きかけを今も継続的に行っていると、そういったところでございます。 

 あわせて、国が推進をいたしますホストタウン制度、こういった制度がご

ざいますので、この制度に登録が認められた市町に対しては、事前キャンプ

地の実施経費への一部財政支援制度がございますので、こうした制度の情報

提供も含めて、より多くの地域でキャンプが実施できますよう、市町に対し

てはより積極的に関与させていただきながら、一つでも多くの誘致実現に向

けて全力で取り組んでまいりたいと、このように思っております。 
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 以上でございます。 

   〔36番 舘 直人議員登壇〕 

○36番（舘 直人） ありがとうございます。 

 募金、企業協賛については議論をされて、しっかりとした目標もつけなが

ら頑張っていただきたいというふうに思って、注視をさせていただこうとい

うふうに思いますけれども、キャンプ地の誘致、初め聞いていたのは、これ

は国が主導や、いやいや、参加チームやとずっと来てましたけども、ここへ

来て基本的には市町が主体的に取り組むものなんだというふうな方向なんだ

ろうと、こう思っています。知事のミッションによって、本当にキャンプ地

の誘致ができる、実現ができるとなれば、やはりその地域は盛り上がります

し、県内全域にも波及効果といいましょうか、いい影響が出てくるのは当然

のことでありますから、しっかりと市町を支援していただきたい。 

 そして、財政のお話も出ましたけれども、県として関係市町への財政支援

など、より一層積極的に関与して、このキャンプ地の誘致の実現に向けて、

しっかりと取り組んでいただくことを強く要望させていただきたいと思いま

す。 

 続いて二つ目が、これこそ私が今日は知事と議論をさせていただきたいと

いう、その後の話でございます。 

 平成26年12月24日、クリスマスのプレゼントのような形の中で、三重県ス

ポーツ推進条例が公布されて、その前文には、「スポーツの持つ価値を最大

限に活用し、県民の自主的かつ主体的な参画を得ながら、スポーツを通じた

人づくり及び地域づくりを推進することが必要である」と、このように高ら

かにうたわれてきています。 

 先ほども申し上げたようなインターハイも国体も東京オリンピック・パラ

リンピックなども、全ては将来の人づくり、また地域づくりのためであると、

私はこのように確信をしております。 

 ですから、本当に大切で重要で大事なものは、これらの大規模大会を通じ

て、みる、する、支える、その人の広がり、これが県民の力を結集した元気
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な三重づくりをしっかりと実現すること、このようにも思うところでありま

す。 

 スポーツイヤー、これの一応の締めくくりである国体が本当に大成功に終

わった後、その財産を次の世代にしっかりと確実に継承すること、これは私

たちの当然の使命であります。それは国体が終わってから取り組むんではな

くて、これまでも、そしてこれからもしっかり真剣に取り組んでいかなけれ

ばならないことでもあります。 

 前回のみえ国体で生まれた貴重ですばらしい多くの財産、今、本当にどれ

だけ残されているのだろうなということが私、最近、よく強く感じることで

もございます。今度こそ長く残る財産を生み出すことは絶対に必要なことだ、

このように考えております。 

 あわせて、予算の確保であったり組織体制の整備についても、国体後を見

据えた考え方が絶対に必要であると、このようにも思います。 

 また、県庁の組織について、先般の全員協議会のときの知事に寸どめをい

ただいたときにも、ちょっとさわりは申し上げましたけれども、三重県ス

ポーツ推進条例の本旨を踏まえ、スポーツを通じた地域の発展ということも

大前提にしながら、将来に財産を残すためには、将来につながるその組織づ

くりも、また重要となってまいります。国体などの大規模大会を目前に控え、

それに向かった組織体制とすることは理解はできますけれども、その先を見

据えた組織のあり方も決して見失ってはならない、このように思います。 

 そこで、お伺いをさせていただきますけれども、国体後の人づくりと地域

づくりをどうするのか、財産をどう残すのかということについて、ビジョン

等について何をこれからしていくべきかということを鈴木知事にお伺いをし

たいと思いますし、あわせて国体終了後も踏まえて、今後様々な取組を進め

ていく上での予算の確保や組織体制のあり方についてのお考えも、お伺いを

したいと思います。よろしくお願いします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） スポーツイヤー５年間のその後を見据えた取組や考え方
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について御質問いただきました。 

 先般、三重県体育協会創立70周年記念式典に参加させていただき、これま

で本県スポーツの推進に多大な御尽力をいただいた皆様方にお会いすること

ができました。 

 参加された皆様方に接し、前回みえ国体での御苦労などを目の当たりにし

たとき、本県スポーツの推進にまつわる長い歴史に思いをいたすとともに、

深く感謝を申し上げたところであります。 

 そして、三重とこわか国体・三重とこわか大会の成功はもちろんのこと、

その後を見据えたスポーツ推進の取組をさらに進めていく決意を強くしたと

ころであります。 

 このような現在行っている両大会の成功や未来に向けたそれぞれの取組は、

両大会の開催を一過性のものとせず、する、みる、支えるといった経験を確

実に将来の財産として残すことを当初より強く意識しています。そのことで、

三重県スポーツ推進条例が目指す姿である県民の力を結集した元気な三重の

実現につながるものと考えております。 

 例えば、これまで進めてきた施設整備も当然なんですけれども、今やって

いる取組の中で、ジュニア選手の育成、発掘、指導者の確保、養成というの

が、いろんな取組の中では最も優先度が高いものの両輪であります。それは

その大会の成功の後をまさににらんで、活躍する選手や指導者をつくってい

きたいということですし、特に今回、アスリートの就職支援をやっています。

これも国体までおってもらったらいいというのではなくて、その先も三重県

でトップアスリートとして活躍してもらう、そういう環境をつくるような就

職支援というのをやっていますので、現在力を入れている競技力向上のため

の様々な施策は、全て将来を見据えて取り組んでいるものであります。 

 これらの施策は、三重県体育協会をはじめとした各競技団体や関係の皆さ

んと深く連携し、一体となって取り組むことにより、成果を上げてきている

ものと確信しており、将来にわたっても必ず大きな花が咲き続けるという強

い思いで進めています。 
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 こうしたことも踏まえ、今後の本県のスポーツ推進体制については、先般

も組織の見直しにかかる提案をさせていただきましたように、両大会の成功

を最優先としつつ、引き続き地域スポーツと競技力向上の分野を所管する次

長を設置し、その次長の部分においてスポーツをその地域づくりや人づくり

につなげていく大会後をしっかりと見据えた取組も加速していきたいという

ふうに思っております。 

 今後開催される大規模スポーツ大会等を通じて、次世代を担う多くの若者

が活躍することと思います。今後も、彼ら、彼女たちの経験が将来の財産と

なって長く残るような様々な取組を進めていきたいと考えております。 

 あわせて、予算確保や組織運営についても、国体後のスポーツを通じた元

気な三重づくりを絶え間なく進めていけるよう取り組んでまいります。 

 それらのきっかけとなるのが、先ほどスポーツ推進局長も答弁させていた

だきました平成31年度からスタートするその大会のさなかと、それから大会

後を見据えたそういう計画づくりになってこようかと思いますので、そうい

うところでレガシーをどう残すのかという視点でしっかり方向性を示してい

きたいと思います。 

   〔36番 舘 直人議員登壇〕 

○36番（舘 直人） ありがとうございます。 

 まさにおっしゃられたとおりなんだろう、それを実現していただきたいな

と思いますが、私も三重県体育協会創立70周年記念式典、参加させていただ

きました。多くの先輩がみえて恐縮する方ばかりでございまして、頑張って

きていただいた、それをしっかり自分たちが受け継いで、しっかりやらなけ

ればならない、そんな決意もしたところでありまして、そのような形の中で

進めていただきたいなと、このように思いますが、組織に関してこの資料を

いただいてきましたけれど、やはりあのときにも申し上げたように、スポー

ツの部門は知事の所管になった、そして三重県スポーツ推進条例はできたよ

ねと。その流れで、やっぱりスポーツの推進というのは一番なんだろうと。

これを採用せえというんじゃないんですけど、見やすいのでちょっとつくっ
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てみましたけども（資料を示す）、この国体・全国障害者スポーツ大会局で

すけれども、私は本部として置いて、もとはこの根本があるんですよ。しか

しながら、いろいろ形のものをしっかり取り組んでいくんですよというよう

な形のことも一つの思いかなということで示させていただいただけでござい

ますので、これからも議論をやっていきながら、まだ年明けてですよね。そ

れから決まる話でございますので、議論を深めたいというふうに思います。 

 そして、最後に知事にお伺いをしたいのですけれども、さっきもおっ

しゃっていただいたとおりであると思います。人づくりのこと。伺いたいと

いうよりも、大体予定時間が来ましたけれども、その中で人づくりをすると

きに提案させていただきたいんですが、何がいいんかなと。やはり一流の選

手をつくることは、指導者の育成は当然だけれども、その指導体制を確立し

ていかないとだめだよねと。先ほど選手を発掘し育てるのもそうですけれど

も、そういったときに日本では何があんのやといったら、ナショナルトレー

ニングセンター、これがあります。 

 しかしながら、これはちょっと大き過ぎるよねといってちょっと探してみ

ましたら、福岡県にあるんですよね。福岡県は平成２年にとびうめ国体、国

体をやって、それを記念して福岡県立スポーツ科学情報センターというのを

建設した。それで、その中で何をやっているかというと、研修研究はもちろ

んのこと、スポーツの普及促進、情報提供、そして国体サポートプロジェク

トといって国体は８位以内を目指すんだということを目標に、目的に立てら

れたそのプロジェクトをやってみたり、総合型地域スポーツクラブ、これは

当然のこと、福岡県タレント発掘、また基金の事業もここやってみえるんで

すけれども、こういうものもこの国体を記念して整備がされていって、一つ

の方向性を示す一つの方向なんだろうと。 

 三重県で言えばどこになるんかなというと、やっぱり三重県体育協会のあ

る鈴鹿一帯のところで、例えばスポーツマンハウスがあって、そこを利用す

るとか、一部は施設の整備はしなければなりませんけれども、そんな形の中

でこの次代を背負っていく、担っていただく、そんな人づくり、そういうよ
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うな形のものでも進められるんではないんかなというふうに思いますので、

このことも記念をして行える事業の一つとしてお考えをいただけたらという

思いを持って、提案をさせていただきたいと思います。 

 大体２分以上です。 

 続きまして、大きく二つ目の質問に入らせていただきますけれども、これ

は平成26年４月１日でありましたけども施行されて、今年で４年目を迎えま

す三重県中小企業・小規模企業振興条例について、施行からこれまでの検証

や改善を行いながらの取組の成果と来年度に向けた検討事項等について、お

伺いをさせていただきたいと思います。 

 さて、今さらではございますけれども、県内の中小企業、小規模企業は、

企業数の99.8％、そして従業員総数の88.7％を占めていただいておりまして、

三重県の雇用や経済、社会、これを力強くお支えをいただいているところで

あります。 

 この極めて重要である皆さんがまさに元気にならなければ、地域はもちろ

んのこと、県政の元気にもつながらない、このように言っても過言ではない

と思います。 

 このような中、本条例は、中小企業、小規模企業の振興を県政の重要課題

と位置づけて、社会経済情勢の変化にしっかりと対応するための必要不可欠

な支援を迅速かつ的確に実施するという本県の産業振興にとって欠くことの

できない条例に、もう今はなっているんだと、このように思っています。 

 （パネルを示す）これは三重県中小企業・小規模企業振興条例第３条のこ

の条例の持つ基本理念であります。その一つは、中小企業、小規模企業の主

体的な努力を促進すること。二つ目が中小企業、小規模企業が、地域社会の

形成及び維持に寄与している役割の重要性に鑑みること。三つ目が小規模企

業に対して、きめ細かく支援すること。そして、四つ目が関係機関と連携、

協力することのこの四つを基本理念に掲げて、様々な支援を展開していると

ころであります。 

 そして、本条例が施行されてから３年が経過したということから、昨年度
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末、今年の３月でありますけれども、所管の委員会において、この三重県版

経営向上計画の認定企業を対象にして実施されたアンケート、その調査を活

用して、条例に基づきますその取組状況の検証結果や課題が報告されたと、

このように伺っているところであります。 

 それを見せていただいて、その概略意見を私なりにまとめてみますと、条

例にうたわれている各々の施策は中小企業や小規模企業に本当に効果的に活

用されていて、経営の向上に役立てる、本当に一定の成果があるんだなとい

うことが認められました。 

 他方、その成果はといいますと、やはり個々の企業や事業者にとどまって

いて、地域全体を巻き込むまでには至っていないということが見えます。加

えて、その振興には切れ目のない継続的な取組は不可欠でありまして、県内

５地区に設置された、みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会を通じて、

地域課題や経済情勢の変化等に応じたきめ細かな支援や効果的なＰＲ、利便

性の向上など、市町や商工団体、金融機関等と連携、検討していくとのこと

であると、このように読み取ったところであります。 

 本条例が施行してから４年が経過しようとする中で、国際競争の激化とい

うのはより進み、国内においては深刻な労働力不足の問題が顕在化するなど、

本県を取り巻く経済情勢等も刻々と変化している状況にあります。 

 このような状況変化の中で、企業に寄り添った支援を継続的に行うには、

条例に基づくそれぞれの施策や支援策をバージョンアップ、そしてグレード

アップして、真に求められる支援策を積極的に展開をしていかなければなら

ないと、このように考えます。 

 そこで、この条例の検証結果や地域の課題、経済情勢の変化などを踏まえ、

今年度はどのように中小企業、小規模企業の振興に取り組んでいるのかをま

ずお伺いいたします。よろしくお願いします。 

   〔村上 亘雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（村上 亘） 三重県中小企業・小規模企業振興条例に基づく

取組の検証結果や経済情勢の変化などを踏まえて、今年度の中小企業、小規
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模企業の振興にどう取り組んでいるかというお問い合わせでございます。 

 昨年度は、地域の関係者が一堂に会し、中小企業、小規模企業が抱える課

題の把握、解決策の検討等を行うために県内５地域に設置をいたしましたみ

え中小企業・小規模企業振興推進協議会における意見や、企業ヒアリング、

アンケート調査結果等を踏まえまして、条例に基づく取組の検証に取り組ん

でまいりました。 

 今年度は、検証により課題として浮かび上がった、一つ目としまして協議

会、ワーキンググループ活動の活性化、二つ目としまして条例及び条例に基

づく施策の効果的なＰＲ、三つ目としまして事業者にとっての施策の利便性

向上、四つ目としまして後継者不足への対応等について、新たな取組やこれ

までの取組のバージョンアップを進めているところでございます。 

 協議会の活性化につきましては、評価、助言機能を高めるため、協議会に

おける意見等の施策への反映について、情報共有等を新たに始めました。ま

た、ワーキンググループ活動を活発化させるため、他地域の取組状況を共有

すること等により、各ワーキンググループの検討の幅を広げ、開催回数の増

加につなげました。 

 条例及び条例に基づく施策の効果的なＰＲにつきましては、商工団体、金

融機関との連携に加えまして、三重弁護士会、三重県中小企業診断協会、東

海税理士会県内支部など、新たな連携先を開拓いたしました。また、県内事

業者における施策の活用が進むよう、商工団体の会報に成果事例等の掲載を

行っていただいているところでございます。 

 事業者にとっての施策の利便性向上については、これまで三重県よろず支

援拠点が定期的に県内各地域に出向きまして相談に対応してまいりましたが、

常設のサテライト拠点を今年６月から桑名商工会議所内に、７月から松阪市

産業支援センター内に設置をいたしまして、小規模企業等への相談体制の充

実など、よりきめ細やかな支援に取り組んでおります。 

 三重県版経営向上計画についても、今年度から、より地域に密着した支援

を行っている商工団体の経営指導員等が主体となった推進体制に移行しまし
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て、アフターフォローの充実など、実際の経営向上に向けた支援を行うとと

もに、事業者が計画策定に取り組みやすくなるよう、審査方法の見直しにつ

いても検討をしているところでございます。 

 さらに、小規模企業にとって喫緊の課題でございます後継者不足への対応

につきましては、公益財団法人三重県産業支援センターが事務局となりまし

て、８月に金融機関や商工団体、専門家団体、県等行政及び公的機関からな

る三重県事業承継ネットワークを組成いたしました。 

 このネットワークでは、公益財団法人三重県産業支援センターと県が中心

となりまして、今年度中に５年先を見据えた三重県事業承継支援方針（仮

称）を策定するとともに、支援者向けの研修会や、商工団体や金融機関等が

中心となり、事業承継ニーズを掘り起こす事業承継診断を行っているところ

でございます。 

 中小企業、小規摸企業の振興には間断のない継続的な取組が必要であるこ

とから、今後とも協議会を通じまして、様々な地域課題や経済情勢の変化に

応じたきめ細やかな支援、効果的なＰＲや利便性の向上等について検討を進

め、市町や商工団体、金融機関等と連携をいたしまして、地域全体が一体と

なって取り組んでまいりたいと考えてございます。 

   〔36番 舘 直人議員登壇〕 

○36番（舘 直人） ありがとうございます。 

 御答弁いただきました。今、進めている施策の方向性というか、その詳細

等々を知らせていただいたところでありますけども、次はその重要なパート

ナーである商工団体などなどにちょっと調査をさせていただきながら、いろ

いろ懇談もし、課題について抽出というか、聞いてきましたので、そのこと

についてお話をさせていただこうと思います。 

 この条例で重要な目玉というのは、本当に何条として列挙されています。

その一つに第20条があるんですけども、これは事業承継の支援ということで、

このことについては９月定例月会議で中嶋年規議員が丁寧に議論されたので、

ちょっとここは省かせていただいて、今日は本条例のもう一つの目玉施策制
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度であります条例第16条の三重県版経営向上計画、これについてお伺いをし

たいと思います。 

 （パネルを示す）これが三重県版経営向上計画でありまして、これは何ぞ

やといいますと、中小企業と小規模企業のその皆さんの挑戦を後押ししなが

ら、主体的にやる気を出していただこうやないかというものであります。こ

れはステップ１、ステップ２、ステップ３とだんだん上へ上がっていくこと

によって、だんだん大きな課題、自分の抱える課題を解消していこうやない

かというものであります。 

 ステップ１といいますのは、まず課題の把握や整理をする。これは自社の

経営課題を解決しようとする計画を策定いただく。ステップ２は、実施計画

を立てていただく。これは経営課題の解決に向けて取り組もうとする計画を

策定いただく。ステップ３、これは、実施計画を本格的に実行するというこ

とで、経営課題に対する解決策を本格的に実施しようとする、その計画を策

定いただく。この各段階に応じて作成する計画を知事が認定をしていただい

て企業の自立を促そうとする、まさにこれは三重県独自の制度であるわけで

ございます。 

 そして、この計画のこれまでの認定件数の実績がこの表であります。 

（パネルを示す）これは今年の11月末現在の数値で集計をいただきましたけ

れども、平成26年度から29年度11月末までの４年間の認定件数、その累計で

ありますが、先ほどのステップ１は170件、ステップ２は799件、ステップ３

は30件と、このような状況になっております。 

 そして、認定件数の約９割の方が小規模企業の皆さんであって、本当に

様々な業種でこの制度を活用いただいているというのがわかってまいりまし

た。 

 先ほど質問をさせていただきました条例施行３年間の検証結果の中でも、

このステップ１については、これまで曖昧であった経営課題が明らかになっ

たとか、ステップ２では、専門家からの助言をいただきながら、よいパッ

ケージができ上がり、販路開拓が進んでいったということで、まさに企業の
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ヒアリングからも本制度を評価いただく、うれしい、これはいいことやとい

う、こんな声もあるところでありますけれども、この制度を支え、推進をし

ていただいております商工団体等の皆さんからいろいろな意見をお聞きし、

調査をしたその結果でありますが、まず全体的にこの制度についてでありま

すが、行き当たりばったりの経営ではうまくいくものではないんだ。だから、

将来にわたって事業を継続させ、目標を達成するためには、そこに至るロー

ドマップが必要であり、その役割を果たしてくれる、この経営計画を事業者

に促す、この制度は本当にいい制度なんだと絶賛であります。これを使って

頑張っていこうやないかという思いを大前提にして、大きく３点の課題、問

題を指摘いただきました。 

 一つは、さっきも言っていただきましたけど、ステップ３の認定の少ない

こと。これはちょっとどうやということでありまして、やはり認定条件が厳

しいのか、また認定審査会に課題があるのかと、こんな指摘であります。 

 二つ目は、これまでに実施された支援策についてでありますけれども、活

用件数が多いものが縮小され、なくなろうとしているし、活用件数が少ない

ものがそのまま継続されているように見える、またインセンティブの充実を

図ることを今後の展開としているけれども、その具体的なものは何なんだろ

うと、その支援の内容は何かというちょっと指摘もあることは事実でありま

す。 

 そして三つ目、フォローアップ等推進体制については、商工団体に対して

経営支援員制度を導入し、経営支援の充実を図っていただいているけれども、

本当に機能しているのかということと、経営支援員制度はこれまであった補

助員の方、また記帳専任職員という方があるんですが、その職種の方を中小

企業大学校でスキルアップを図り、経営支援員に登用はしているけれども、

設置の人数は全然変わっていない、スキルアップしただけでしっかりとした

推進体制になっているのかという声もあります。そしてもう一つは、小規模

企業者は策定したその経営計画を推進するにしても、経営体質が脆弱なため、

地域に密着した伴走型支援というのを望んでみえるんではないんでしょうか
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ということも言われてみえました。そして、ステップ３の認定の増に向けて

は、ステップ３の位置づけの見直しが必要なんではないかということと、そ

れとステップ２のように審査を簡素化し、そしてスムーズに認定するか、ま

たハードルは高いけれども、認定を受けることによってインセンティブに魅

力を与えるか、いずれかの方向へ特化してはどうなんだろうという御意見を

いただいたところであります。 

 そして、何よりも注意をしなければならないのは、先ほど申し上げた最大

の課題、問題は、商工団体の方からも、この認定件数の実績におけるステッ

プ３の認定件数の少なさであります。 

 （パネルを示す）これを見ていただいてもおわかりのように、トータルで

999件あるんですけれども、ステップ３の認定はわずか30件、全体の３％し

かないわけであります。先ほども申し上げましたように、ステップ１、ス

テップ２で課題を把握、整理し、実施計画を立てた。そして、その実施計画

を本格的に実行しようとするステップ３が、この制度の中で非常に大事なみ

そであると、このように言っても間違いないと思うんですよね。この本来の

計画を実行しようとするステップ３の認定企業が増えていくことこそが、条

例の基本理念になる企業の主体的な努力を促進することとなり、ひいて言え

ば、このことが地域を、そして三重県経済を元気にしていくのにつながるん

だと、このように確信します。 

 そこでお伺いをいたしますけれども、商工団体等から指摘のあった本制度

についての課題、問題等についての思いや考え、またステップ３の認定件数

が少ないことについて、どのように認識をし、認定企業を増やしていくため

にどのように取り組もうとされているのか、お伺いをいたします。 

   〔村上 亘雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（村上 亘） 三重県版経営向上計画についてお尋ねでござい

ます。 

 三重県版経営向上計画につきましては、企業の取組や発展段階に応じまし

て、いずれの段階からでも認定申請が可能となってございます。ステップ１、
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２は、財務指標を使わずに立てる経営計画であることなどから取り組みやす

いというふうに思っておりまして、販路拡大や新商品開発などの計画を着実

に実行することによって、企業の経営向上につながる成果が出ているところ

でございます。 

 一方で、ステップ１、２の段階から資金計画や収支計画を作成し、経営課

題に対する解決策を本格的に実行しようとするステップ３に進むことは、企

業の経営向上、そして地域経済の活性化の観点から大変重要であるというふ

うに考えてございます。 

 先ほど議員からも御指摘いただきました、本年11月末までに999件のうち、

ステップ３は30件というふうになってございまして、全体の３％にしかなっ

ていないという現状でございます。 

 また、企業から意見のございました、素人では計画をつくることが難しい

などという企業としての課題とともに、ステップ３の認定について、審査期

間が長い、ハードルが高い、インセンティブの拡充が必要など、商工団体か

らの意見について、県としての課題と認識しているところでございます。 

 このような認定状況や課題を踏まえまして、県としましてはステップ２か

らステップ３への移行を後押しするため、審査方法の見直しや支援策の拡充

とともに、企業に対するフォローアップを図っていくこととしたいというふ

うに考えてございます。 

 具体的には、審査方法については、現在、関係機関とともに申請様式の簡

素化や審査の標準化など、審査要領の改正や審査期間の短縮に関する検討を

進めております。 

 また、今年度から三重県中小企業融資制度の小規模事業資金の中に、みえ

経営向上支援扱いを新設したところでございます。市町が独自に創設した補

助制度と連携するなど、支援策の充実に努めてまいりたいというふうに考え

てございます。 

 計画の推進体制につきましては、今年度から商工会、商工会議所の経営指

導員と、それから御指摘ございました経営支援員、これはレベルアップを図
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りながら、この指導員、支援員が主体となった体制に移行しまして、よりき

め細やかな支援を強化しているところでございます。 

 今後は、認定企業へのアンケート調査等の実施によりまして、計画の進捗

状況や課題を把握するとともに、専門家派遣などによって計画の着実な実行

を支援することでステップ３に挑戦し、自らの経営計画を本格的に実行する

企業の支援を強化してまいりたいというふうに考えてございます。 

   〔36番 舘 直人議員登壇〕 

○36番（舘 直人） 本当に申し上げたように、ステップ３に渡っていただい

て、さあ、頑張ろうとやっていただく。それまでのステップ２の段階でも頑

張ってはいただいているんだと思いますけれども、やはりこの制度の中での

ステップ３まで行っていただくことが必要だというふうに思います。 

 ほかにも申請から認定まで時間がかかり過ぎ、民間意識に欠けているんで

はないか、それとかこれは実際あった話で６月に作成して申請をし、８月末

で認定を受けて、その計画に基づいて融資のお願いをしたら、11月末になっ

てもまだ実行されていない、こんなんじゃ、それこそビジネスチャンスをな

くしてしまうやないかというのは実際にあるわけで、それについては、それ

までの中ではいろいろな議論をされて、その計画もできているわけですから、

その融資の実行ができないというのは何なんだというようなお話もあります

し、ほかにもいろいろ出てきます。これはまさに事業者というか、中小企業、

小規模企業の皆さんが助けてくれというか、その計画をやろうという、その

方たちはもちろんですけれども、それを推進しようとする商工団体の関係の

方々との間のいろいろな議論もあるはずです。また、現場のことが一番大事

だというふうに思いますので、これからも一層バージョンアップ、グレード

アップして、この制度を使っていただきながら、この中小企業の皆様が、小

規模企業の皆さん方が元気になるようなその施策、この条例に基づいてさら

に進めていただきたい、このように思います。 

 次が生産性の向上に向けてでございますけれども、このことについては、

特に中小企業、小規模企業が直面する大きな問題というのは人手不足、人材
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確保、これがあるというふうに思います。私も地域等々歩いていてもこの話

をよく聞くわけであります。 

 国の規模別、業種別の生産性に関するデータにおいては、大企業と中小企

業との生産性の差が拡大していることや、非製造業の生産性が製造業と比較

して低いこと、これは三重県の特徴とも言われているようでありますけれど

も、中小企業、小規模企業やサービス産業における生産性の向上への取組が

より求められているというふうに国のほうも言っているところであります。 

 また、少子・高齢化に伴いまして生産年齢人口が減少する中、人材不足問

題は今後恒常化し得る問題だと、このように認識をしていて、中小企業、小

規模企業の生産性の向上も推進しているのが国であります。 

 県としては、三重県中小企業・小規模企業振興条例の第14条で、このサー

ビス産業に携わる中小企業、小規模企業の生産性の向上に向けていろいろな

施策を打ちますよと、このように言われているところであります。まさに、

生産性が向上すれば人材不足への対応とともに、経済成長に大きく貢献でき

るものと、このように思うところでございまして、そこでお伺いをいたしま

すけれども、県内の中小企業、小規模企業、殊にサービス産業においての生

産性の向上などについて、来年度に向け、また、来年度はどのような事業を

展開されようとしているのか、お伺いをいたします。お願いします。 

   〔村上 亘雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（村上 亘） サービス産業の生産性向上についてお尋ねでご

ざいます。 

 県内のサービス産業は、全産業のうち事業所数で約８割、従業者数で約７

割を占めるとともに、その多くが中小企業、小規模企業で構成をされており

ます。 

 地域経済の循環や成長において、特に地域資源を活用した食関連産業や観

光産業など、サービス産業は大変重要な産業となっております。 

 平成29年10月の本県の有効求人倍率でございますけれども、これが1.68倍

になっておりますが、特に常用のサービス職の有効求人倍率は3.79倍という
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ふうになっておりまして、サービス産業における労働力不足への対応が喫緊

の課題だというふうに認識をしております。 

 このような状況の中で、伊勢市の老舗飲食店では、ビッグデータやオープ

ンデータ等の情報をもとにしまして、来客数を予測するシステムを開発いた

しまして、人材配置や食材準備に活用するなど、革新的な手法を導入して生

産性の向上を実践している事例等も出ているところでございます。 

 県としましても、サービス産業の生産性向上を進め、業務の効率化に加え

て、新たなサービスの提供や個性化など、高付加価値化を合わせて実施する

ことで、労働力不足の解消のみならず、稼ぐ力の強化や地域産業の振興につ

なげていく必要があるというふうに考えております。 

 このため、来年度、サービス産業事業者の業種、形態に応じた事業の効率

化、高付加価値化を図る取組を検討しているところでございまして、県内の

サービス産業事業者における生産性向上を実現したいというふうに考えてご

ざいます。 

 なお、国におきましては、600兆円経済と一億総活躍社会の実現に向けて、

人づくり革命、生産性革命に取り組むこととしておりまして、今まさに政策

パッケージの策定が大詰めを迎えており、引き続き国の動向も注視をしなが

ら、来年度において国の施策を最大限活用してまいりたいというふうに考え

てございます。 

   〔36番 舘 直人議員登壇〕 

○36番（舘 直人） どうもありがとうございます。 

 いろいろな取組をやろうとされているのも、やはりこの三重県中小企業・

小規模企業振興条例を基本にしていただいているものだというふうに思いま

す。何条からやったかな。11ほどの施策が列挙できるという条例であります

し、それを使っていただいて、本当に生産性を上げていただくこと、そして

そこへ結びついていく問題があれば、その先ほどの第16条の三重県版経営向

上計画に取り組んでいただきながら、本当に親身になって商工団体等と頑

張っていただいておりますので、ともに力を合わせていただいて生産性の向
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上、上げていただきたいなと、このように思います。 

 それでは、最後になりました北勢地域への教育旅行の誘致ということであ

ります。 

 教育旅行とは何ぞやというと、いわゆる修学旅行、林間学校、社会見学な

どなどでありますけれども、これらの旅行といいますのは学校の教科などで、

いわゆる授業では得られないことを外へ出て体験をしたり、歴史や文化等や

環境学習であったりとか、いろいろな形のものを体験しながらやることだと

いうふうに思います。 

 かつての見る旅ではなくて、体験をして感じながら、それで得たものを実

生活で生かしていこうというのがトレンドやと、このようにも聞いておると

ころでありますが、やはりそういうことによって、この地域はこうなんだな

と自分の地域と比べることができる、比較ができる。そうすると、また魅力

もいろいろなものも発見ができてくるということが大きなことではないのか

なと、このように思っております。 

 県内での教育旅行の状況はどうなっているのか、何か資料がありますかと

当局にお伺いしたら、あるんですよね、これが。調査年度が平成24年度でし

たけれども、５年前ですが、修学旅行誘致意向実態調査というのがございま

した。 

 これによりますと、県内への修学旅行の入込数、宿泊者数で年間６万8000

人でした。団体数というか、学校数は930校。そのうち、小学校が９割を占

めていたというのが特徴かなと思います。 

 また、その行先となると、また９割が伊勢志摩地域なんですよね。これは

よくわかるなというふうに思います。 

 ならば、北勢地域では考えられやんのかと、こう思ってしまいましたら、

昨年、伊勢志摩サミットがあって、その関連イベント、行事で大成功した

ジュニア・サミットがありました。Ｇ７各国の15歳から18歳の若者たちが北

勢地域を訪れてくれて、気候変動、また環境問題をはじめとする、全世界的

な重要課題について活発に有意義な議論を重ねてくれた。 
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 そして、視察、体験、交流、この行事の中では、四日市公害と環境未来館、

企業の先端技術研究所、鈴鹿サーキット、自然豊かな御在所岳、御在所ロー

プウエイ、ちょっと言い過ぎかもわかりませんけども、北勢地域をはじめと

する県内各所を訪問していただいたところであります。 

 北勢地域では、このジュニア・サミットを契機として、修学旅行や社会見

学など観光振興も視野に入れて、北勢地域の産業の強みを生かした教育旅行

の誘致をしようという、そんな機運が高まっているんだと、このようにもお

伺いをしたところであります。 

 もう時間がありませんが、来年度になりますと、北勢地域、殊に道路ネッ

トワーク、新名神高速道路をはじめとする道路ネットワークが整備されます。 

 そこで、お伺いをしますけれども、このような条件が整ってくるこの好機

を逃がしたらだめだというふうに思います。チャンスが大きく期待できる、

この北勢地域への産業の強みを生かした教育旅行の誘致について、どのよう

に考えられておるか、お伺いをいたします。よろしくお願いします。 

   〔河口瑞子雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（河口瑞子） 教育旅行につきましては、宿泊、飲食、

お土産購入などによる直接的な経済効果に加えて、学生時代に訪れた思い出

の場所として将来の再来訪を見込めることや、体験学習や工場見学を受け入

れる企業にとっても、企業、商品ファンを獲得でき、さらなる三重ファンや

リピーター創出につながるなどの効果が期待できます。 

 こうした教育旅行の効果を地域の活性化につなげるよう、北勢地域では、

次の三つのチャンスを生かし、教育旅行誘致を市町と一体となって取り組ん

でいます。 

 チャンスの一つ目は、議員からも御紹介がありましたとおり、北勢地域の

誇る環境と産業をベースに、Ｇ７各国の高校生たちを受け入れ、ジュニア・

サミットを成功裏に導いた実績です。 

 二つ目は、平成30年度の新名神高速道路等の開通により北勢地域への交通

アクセスが大幅に改善されることです。 
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 三つ目は、平成32年度以降の学習指導要領の改訂に、生徒自身が課題を設

定し、議論する主体的・協働的な学び、いわゆるアクティブ・ラーニングの

視点が盛り込まれることですが、北勢地域では、既に多くの企業が工場見学、

体験学習の受け入れを行っており、アクティブ・ラーニングを実践する場と

してふさわしい環境が整っています。 

 これら三つのチャンスを生かした教育旅行誘致に向けた具体的な取組とし

て、平成28年度は市町とともに誘致方針の検討、受け入れ事業者の調査、モ

デルコースの造成に取り組みました。 

 誘致方針については、北勢地域の強みである、ものづくり産業の集積や環

境学習を生かした教育旅行内容とすること、それを訴求しやすい工業高校を

ターゲットにすることとしました。また、工場見学や体験を受け入れていた

だく、ものづくり企業25社、そして18の宿泊施設に参画いただくことになり

ました。 

 昨年度は、でき上がったモデルコースを、まず東北、山陰地方の工業高校

７校にターゲットを絞り、ヒアリングを実施しましたところ、北勢地域を行

先として検討したいとの回答をいただいた高校が４校あり、おおむね好意的

な評価を得ることができたと考えています。 

 本年度は、ヒアリング結果を踏まえ、さらに受け入れ可能な事業者の掘り

起こし、モデルコースのブラッシュアップ、学校関係者や旅行会社が具体的

なプランを立てやすいパンフレットの作成に取り組んでいるところです。 

 パンフレットが完成する２月には、東北、山陰地方を中心に学校関係者や

旅行会社向けのプロモーション活動を行う予定としています。 

 一方、県ではジュニア・サミットの成果を踏まえ、訪日教育旅行のニーズ

が高い台湾からの教育旅行誘致も平成28年度から展開しています。今年５月

には、台湾の高校生が桑名工業高校を訪問し、食品サンプルづくり体験の交

流行事を実施するなど、受け入れ実績が出始めているところです。 

○副議長（水谷 隆） 答弁は速やかに終結願います。 

○雇用経済部観光局長（河口瑞子） 今後、北勢市町が一体となって取り組む
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組織づくりを進めるとともに、国内外からの教育旅行誘致に観光の新たな切

り口として取り組んでいきたいと思っております。 

   〔36番 舘 直人議員登壇〕 

○36番（舘 直人） ありがとうございます。 

 よろしくお願いしますと申し上げながら、本当に地域が、県が元気になら

なあきませんので、ともに頑張りましょう。ありがとうございました。（拍

手） 

○副議長（水谷 隆） 本日の質問に対し関連質問の通告が１件あります。 

 村林 聡議員の質問に対する関連質問の通告がありますので、これを許し

ます。７番 稲森稔尚議員。 

   〔７番 稲森稔尚議員登壇・拍手〕 

○７番（稲森稔尚） 皆様、お疲れさまです。10分だけ皆さんの貴重な時間を

いただいて関連質問をさせていただきたいと思います。 

 村林議員の防災・減災についての関連質問ということで、特に要配慮者利

用施設における避難確保計画の作成等の防災・減災対策についてということ

で何点か質問させていただきたいと思います。 

 この質問については、今年の２月24日の私、一般質問をさせていただいて、

そのとき幾つか調査をしているという答弁もいただいていたところ、12月５

日の中日新聞にも大きく掲載されてまして（新聞を示す）、「高齢者施設、

避難計画を急げ岩手水害で義務化後も進まず」というふうな記事も見ました

ので、どういうふうになっているかということを少し伺いたいと思います。 

 この２月に質問したときと何が違うかということなんですけども、水防法

が６月に改正をされて、2021年までに策定率が100％ということを目指して

義務化をされたということなんですが、まず２月にお答えいただいたとき、

調査中ということでした。避難計画の策定状況と計画をつくった後に、その

ことを形骸化させないという意味でも大事だと思うんですけれども、避難訓

練の実施状況についてどのように調査されたかということをお尋ねしたいと

思います。 
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 じゃ、現状だけ、まずお聞きします。 

○健康福祉部長（田中 功） 土砂災害におけます避難計画の策定状況、それ

から避難訓練の実施状況でございます。 

 県では、昨年の８月の岩手県での認知症高齢者のグループホームの痛まし

い洪水被害を受けまして、平成29年２月に厚生労働省からの指示もありまし

て、土砂災害や洪水にかかります非常災害対策計画の策定状況、それから避

難訓練の実施状況を調査しました。 

 その結果、特別養護老人ホーム等の、特に多い高齢者の施設に関しまして

お答え申し上げますけれども、517施設ございまして、513施設から回答があ

りまして、計画を有している施設は336施設、65.5％、避難訓練の実施施設

は256施設、49.9％となっております。 

 以上でございます。 

   〔７番 稲森稔尚議員登壇〕 

○７番（稲森稔尚） 今後、どういうふうに進めていくかということなんです

けども、2021年までに100％という目標を掲げていて、そういう要配慮施設

というのは、高齢者施設だけにとどまらず、障がい者施設とか、あるいは学

校とか保育園とか幼稚園とか病院とかいろんなところが考えられて、このこ

とを市町村の地域防災計画の中に位置づけてもらうということが大事だと思

うんですけども、特に市町と一緒に力を入れて取り組んでいっていただくと

いうことで、この市町の例えば地域防災計画への見直しということもそうで

すし、あるいは介護施設で、今日もお話しありましたが、多忙化が深刻な介

護事業所とかへの粘り強い技術的な支援ですとか、あるいは法律でも定めら

れています、市町村に定められているんですけれども、事業者への指示です

とか、従わない企業を公表することとか、こういう強い対応ということもそ

れぞれ見据えながら市町と連携して、あるいは事業者と支援しながら取り組

んでいくべきだと思うんですけれども、その辺、どうお考えでしょうか。 

○健康福祉部長（田中 功） 高齢者施設等、配慮を要する施設への周知でご

ざいますけれども、現在市町の防災担当者や福祉担当者が出席します災害救
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助法等市町担当者会議を毎年開催しておりまして、今年度は６月に水防法と

か土砂災害防止法が改正されたことを踏まえまして、土砂災害のリスクであ

るとか、高齢者施設における避難計画の策定、あと避難訓練の実施について

説明しまして、各施設への周知を依頼したところでございます。 

 今後もこういった会議の機会を捉えて、市町とも連携して一層の周知に取

り組んでまいります。また、福祉監査等々を活用して、現在もそうなんです

けれども、施設に対しては、まず計画をつくるということが意識を持つとい

うことですので、必ずつくってくださいというお願いもしているところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

   〔７番 稲森稔尚議員登壇〕 

○７番（稲森稔尚） それでは、次へ行きたいと思います。 

 そもそもいつも思うのが、土砂災害警戒区域とか浸水想定区域の中で、特

にやっぱりこの場所危ないなと、通りがかっていても思うような高齢者施設

というのがあるんですけれども、他県では、北海道、秋田県、徳島県、福岡

県の４道県では、そういうリスクの高い高齢者施設を移転させるというよう

な、そんな補助金も作ったりしている、４道県で行われているということな

んですけども、こういう移転をさせるということも一つの重要な防災対策に

なってこようかと思うんですけども、その辺をもっと検討していくべきでは

ないかなというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

 それから、そういう計画段階からそこにリスクのある場所に、リスクのあ

る方々を集めるということ自体を見直していかなあかんのかなというふうに

思いますので、そういう計画段階からそういうリスクがあるんだよというこ

とをどういうふうにお伝えしていくのか、その２点、最後に聞かせていただ

けたらと思います。 

○健康福祉部長（田中 功） 施設の移転に関して補助金とかを設けている県

があるけれども、三重県はどうかということでございますけれども、三重県

におきましては、土砂災害のリスクのあります施設の移転にかかる特別な補
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助金はございません。 

 一方で、増床等一定の要件はございますけれども、特別養護老人ホーム、

それから介護老人保健施設に対します創設、増築を支援する補助金であると

か、養護老人ホームの老朽化によります改築を支援する補助金はございます。 

 それから、そもそもリスクの高いところにそういう施設をつくるのはどう

かということでございますけれども、高齢者の、要配慮者もそうなんですけ

れども、施設整備につきましては、サービスの必要性などを踏まえながら計

画を策定し、整備を進めております。整備に際しまして、市町において防災

上のリスクも十分に勘案した上で御判断いただいているところでありまして、

今後も市町とも連携して防災上の観点もよくよく持ちながら、高齢者あるい

は要配慮者にとって必要なサービスが提供されるよう、施設整備を進めてま

いります。 

   〔７番 稲森稔尚議員登壇〕 

○７番（稲森稔尚） では、その辺もよろしくお願いして、東日本大震災でも

熊本地震でも、特に高齢者や障がい者の方が亡くなっておられる割合という

のは物すごく多いわけですので、その辺、よくよく考えていただきますよう

お願いして、関連質問を終わりたいと思います。 

 ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（水谷 隆） 以上で県政に対する質問を終了いたします。 

 

請 願 の 取 り 下 げ 
○副議長（水谷 隆） 日程第２、請願取り下げの件を議題といたします。 

 健康福祉病院常任委員会に付託いたしました請願第42号については、お手

元に配付の請願取り下げ件名一覧表のとおり、請願者から取り下げ願いが提

出されました。 

 お諮りいたします。本件を許可することに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（水谷 隆） 御異議なしと認めます。よって、本件は許可すること



－1755－ 

に決定いたしました。 

                                    

請願取り下げ件名一覧表 
 

委 員 会 名 受 理 番 号 件        名 

健康福祉病院 請42号 

国民健康保険の三重県単位化後

も世帯の家計状況に十分配慮し

た保険料とすることを求めるこ

とについて 

                                    

○副議長（水谷 隆） これをもって本日の日程は終了いたしました。 

 

休          会 

○副議長（水谷 隆） お諮りいたします。明７日から20日までは委員会の付

託議案審査等のため休会といたしたいと存じますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（水谷 隆） 御異議なしと認め、明７日から20日までは委員会の付

託議案審査等のため休会とすることに決定いたしました。 

 12月21日は定刻より、本会議を開きます。 

 

散          会 

○副議長（水谷 隆） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時11分散会 

 


